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I. はじめに
行政改革のなかの国家公務員制度改革
　立法・行政・司法の三権が分立することによって、現行憲法下の我が国・日本の国家権力は互いに抑制されている
構造になっている。昨今、この三権のうち、司法と行政に関しては、そのあり方についての議論が盛んに行われ、改
革が行われている。司法制度改革では、新司法試験の実施などの改革が起こった。
　行政改革についても、さまざまな改革が行われてきた。それはひとえに、肥大化した行政のシステムをスリムにし
ようとする意図があってのことである。憶測ではあるが、その起こりは国鉄や電電公社、専売公社などの公社民営化
に端を発するものと考えてよいだろう。また、記憶に新しいのは、橋本龍太郎内閣下で行われた省庁再編であった。
それまでの省庁の数から一気に減ったことは、当時まだ子どもであった筆者の記憶にも新しい。その後、公益法人が
独立行政法人となり、そうした公的法人も様々な改革がなされてきた。
　こうした行政改革の背景にあった世論の風潮としては、公による税金の無駄遣いに対する批判と官僚たちの天下り
による退職金等の高額収入に対する批判が主なものであった。５５年体制成立以後、官僚が法案のお膳立てを行いそ
れを粛々と決定していくような政策決定プロセスを持っていた自民党でさえ、この官僚機構の肥大化に関しては放っ
ておくことができず、行政改革の核心部分である公務員制度改革の実施に乗り出した。そして2008年６月５日、国家
公務員制度改革基本法が成立し、国家公務員制度改革の礎が築かれた。
　ところが、そうした自民党政権の公務員制度改革が起こってもなお、天下り問題は収束すること無く、官が主導の
税金の無駄遣いに対する批判はとどまることが無かった。この世論に勢いづいたのが民主党であり、官から民へ、官
僚主導から政治主導へ、を掲げて、いよいよ政権奪取に向けて動き出し、ついに2009年９月の総選挙で政権交代を果
たした。

国家公務員制度改革基本法から国家公務員法改正へ
　実は、先に触れた2008年６月成立の国家公務員制度改革基本法は、これの成立によって国家公務員制度改革のすべ
てが終了した訳ではなく、むしろ国家公務員制度改革の方向性が打ち出されたに過ぎなかった。この後に待ち構える
のは、様々な制度改革を盛り込んだ上で、国家公務員法を改正することで、このことによって初めて国家公務員制度
の改革が終了すると見なす方が適当なのである。そして、2008年６月の基本法成立から政権交代までの１年３ヶ月あ
まり、および政権交代から現在までの１０ヶ月あまり、その双方において、国家公務員法の改正案が国会に提出され
ている。
　しかし、自民党政権下における改正案は、終局的には総選挙前の国会の終盤で野党が国会の審議拒否をしたため法
案審議が全てストップし、衆院審議中に時間切れとなり廃案となった。民主党政権下における改正案は、一度は衆院
を通過したものの、参院選挙をにらんだ国会会期の調整の結果、参院審議中に時間切れとなり廃案となった。しかし
どちらの政権でも改正案は検討され国会に提出されるだけのレベルに仕上がったという政策過程を持っている。この
政策過程の比較は、それ自体に面白みがあるのではないだろうか。
　本稿では、国家公務員制度改革基本法の成立以後現在までに「国家公務員制度改革」をキーワードとして何が発生
していったかを新聞記事をもとに日表に落とし込み、そのなかの注目すべき事実関係をアクター毎に分析していこう
という試みである。ここでいう注目すべき事実関係とは、政策過程におけるアクターどうしの意見の食い違い・衝
突・齟齬、そこからどのように決定がなされるか、という政治ゲームであり、筆者はこれを（学術論文的ではない用
語であることを十分承知した上であえて）｢バトル｣と称し、そのバトルがどのように起こっていったかを検討してい
きたいと考えている。

国家公務員制度改革の要旨
　今回の分析で扱う国家公務員制度改革の主な内容は以下に示す通りである。なお、順序は不同である。
• ILO国際労働機構の勧告により、国家公務員の労働団結権等の権利付与が十分なされていない面を是正する
• 国家公務員の採用試験に関して、旧来の採用試験種別ではなく、総合職・一般職・技術職という枠での採用試
験とし、試験内容も変更する
• 天下りを防止するため、退職後の官僚の就職先斡旋のための人材バンク／官民人材交流センターを設置する
• 各省の幹部人事を内閣が一括して管理するために内閣人事局を設置する
• 各省の幹部官僚について、天下ること無く長期的に働けるよう、降格人事を可能にする

国家公務員法改正法案をめぐる政策過程分析 総合政策学部　４年　遠藤　忍

慶應義塾大学ＳＦＣ　2010年度　政策過程論 p. 2



II. 日表の作成
　本章では、今回分析を行う上で実施した日表作成を、手順を追って説明したいと思う。

事実関係を追う順序
　公務員制度改革に関する議論は現在進行形で起こっているものであり、現段階で終着点を見いだすことができない
政策課題である。また、議論も長期間にわたって行われており、議論の出発点を見いだすこともできない。
　公務員制度改革案は、確かに通常の行動規範に基づいた決定がなされていない点で常時の政策過程を踏んではいな
い。したがって、非常時の政策課題であると位置づけられる。しかし災害等の緊急時の政策課題とは異なり、地道な
議論の積み重ねがなされてきており、また公務員制度改革の口火となった天下り問題についてもかなり以前から問題
視されていた経緯がある。
　これらのことから、公務員制度改革の議論の出発点を見いだすだけでも相当な時間がかかると予測し、筆者は、公
務員制度改革に関する事実関係を、新しい順から見ていくこととした。また、公務員制度改革にもいくつかの段階が
あると予測をしていたため、まずは新しい順に事実関係を整理していきながら、ターニングポイントとなる部分でそ
の整理を終えることを試みた。

日表作成の初期段階：事実関係の洗い出し
　日表作成においては、2010年６月現在から過去にさかのぼって新聞記事の検索をしていった。当初から複数の新聞
記事を検索すると、事実関係の洗い出しだけでも時間がかかり過ぎ、結果的に非効率性を招くと考えた。そのため、
ターニングポイントを見いだすための試みとして読売新聞の記事データベースを用いた検索を行っていった。検索の
際には、手早く事実関係を洗い出すため、以下の要領で検索を行った。
• 検索キーワードには「公務員制度」「国家公務員」の２語を用いた
• 上記２語を、and検索ではなくor検索で使用し、どちらかのキーワードを本文に含む記事を検索した
• 読売新聞全国版のみを検索対象とし、地方版は検索に含めなかった
• 朝刊・夕刊の別は問わずに検索を進めた

　検索によって得られた記事のうち、国家公務員制度改革に直接関係のある動きを拾っていった。つまり、国家公務
員制度改革基本法および国家公務員法関連改正法案に関連する制度改革についての議論を追うのみとし、天下り問題
に関する批判的記事などはこれに含めなかった。
　記事検索の結果を、縦軸に日付・横軸にアクターをとる日表に、いきなり落とし込むことは避けた。なぜなら、記
事に登場する人物、すなわち公務員制度改革の政策過程においてアクターとなる人物を最初から特定することができ
なかったからである。そこで、まずはとにかく時系列で出来事を羅列した。その際には、登場人物と記事本文とを分
けて入力しておいた。ある程度記事がたまってきたところで、出来事を日表に当てはめたが、その際にはじめて特定
期間のなかでの主要登場人物の所属などを考慮して日表の横軸にどのようなラベリングをするかを検討した。
　その結果、日表それ自体は、登場人物の切り替わりや役職の変更によってセクションを変えることとなった。例え
ば、日表の横軸に当てはまる人物が、おなじ「首相」という役職であっても、2010年６月現在から過去にさかのぼる
と鳩山→麻生→福田…の順に切り替わっていく。内閣人事の変更によっても、同名の役職でも人物が変わってくる。
公務員制度改革をめぐる政策過程のなかでは、キーパーソンと言っても過言ではない渡辺喜美氏について、大臣→自
民党議員→離党→みんなの党党首…という役職の切り替わりをしている。筆者が作成した初期段階の日表は、こうし
た人物の役職の移り変わりによって横軸のラベリングを変えることとなり、それに応じてセクションが切り替わるこ
ととなった。
　日表作成の初期段階では、以上のような手順をもとに、2010年６月７日から2009年４月18日までの政策過程を、
A3版の用紙に日表ベータ版を作成していった。

日表作成の後期段階：注目すべき事実関係の詳細化
　2010年６月から過去にさかのぼって検索をかけ、2008年６月５日に国家公務員制度改革基本法が参院において成
立した時点まで、前節で説明した通りの手順で１社ソースによる事実関係整理と日表への適応を進めていった所で、
全３９ページに及ぶものとなった。なおこれは、記事の記述を、一言で要約せず、割に長めに転載していったことに
よる。さて、約２年に及ぶ記事検索だけでも膨大な事実が挙ったことで、筆者としてもこれ以上過去にさかのぼるこ
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とを取りやめることとした。その背景には、1) 時間的制約、2) これ以上過去にさかのぼっても政策過程の分析として
は発散傾向になり、収束を見ないと予測できる、という消極的な理由もあったが、むしろ積極的に「ここで事実の洗
い出しを止めても十分な分析が可能である」と考えられる政策過程が存在した、という理由がある。
　それが、次章で分析課題として触れる、国家公務員法改正案をめぐる自民・民主政権でのそれぞれの政策過程の違
いである。詳しくは次章で述べるが、端的に言うと、国家公務員法改正案に関しては、自民党麻生政権も民主党鳩山
政権も国会に法案を提出しているにもかかわらず、前者においては野党審議拒否による国会閉幕で衆院審議中に廃案
となり、後者においては衆院の審議を通過した。法案提出までの期間の面でも、前者は１年、後者は半年となってい
る。この違いを分析するだけでも、政策過程分析としては十分な意義を持つと考え、初期段階の事実整理を国家公務
員制度改革基本法成立のタイミングで終了した。
　また、初期段階に作成した日表を見ていると、各アクター間で、ある政策課題に関する方針について意見の食い違
いや齟齬、それによる決定の遅滞が見られる部分がある。それらは、内閣の閣僚同士の場合もあれば、ある閣僚と行
政庁の官僚トップ、あるいは政府方針と党方針、という形で現れている。筆者はこれらのうちのいくつかを、次章に
示す分析課題（問い）をひもとく上で重要な、注目すべき事実関係として取り出したうえで、初期段階で使用した以
外の新聞社の記事を参照することとした。具体的には、
• 自民党麻生政権下
公務員制度改革推進本部の顧問会議が「内閣人事局」に総務省人事恩給局や人事院の機能を移転する考えを示
した時期（2008年11月中旬）から、国会に国家公務員法等改正案を提出した時期（2009年３月31日）まで
• 民主党鳩山政権下
仙谷行政刷新大臣が次官ポスト廃止の検討や国家公務員法等改正案の提出を検討し始めた時期（2009年12月上
旬）から、国会で国家公務員法等改正案が審議入りした時期（2010年３月下旬）まで

の時期に関して、他社の新聞記事の事実関係確認を追加した。
　とはいうものの、あらかじめ反省点を挙げるとすれば、今回の政策過程分析においては、この最も重要であるはず
の後期段階の日表作成において、他社ソースの新聞記事を複数社検討するに至らなかったことである。別途提出する
日表後期段階版では、読売・産経・毎日の３社を扱うのみにとどまった。この事実は、以後の分析の内容を緻密なも
のとしない点において、本稿の精度を低いものとしている、という点は明らかであり、反省点である。
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III.日表から見えてくること
期間の疑問
　さて、すでに触れた点ではあるが再度整理すると、今回の日表作成で、過去２年間に渡り国家公務員制度改革を
キーワードに事実関係を整理すると、2009年９月総選挙を境に自民党麻生政権と民主党鳩山政権との双方において、
国家公務員法改正案の閣内審議・調整がはかられていたことが分かる。今回の政策過程分析は、両政権下での改正案
の閣議決定・国会提出までに、どのような政治ゲーム＝バトルがあったのか、を読み解くことができるだろう。そこ
でまずは、日表を大きく見渡した時に挙げられる疑問点を挙げて見よう。それは、自民党政権と民主党政権では、政
策決定のプロセスが異なり、どちらかというと民主党政権の方が効率が悪いプロセスをとっているにも関わらず、国
家公務員法改正案の議論開始から閣議決定・国会提出までの期間は、民主党政権の方が短くなっている、という点で
ある。

政策決定プロセスと効率性の仮説
　自民党政権の政策形成プロセスは、いうなれば官僚との密接な関係によって成り立っていた。自民党には政務調査
会という組織があり、党の政策＝政府の政策はここで大方の議論がしつくしされた上で法案として国会に提出され
る。自民党が掲げる政策課題に対して、官僚が素案をつくり、それを政務調査会の各省・各委員会(国会内)に対応し
た部会のなかで議論をし、法案をブラッシュアップしていった上で国会に提出される。そうすると、国会に提出され
て以後の審議が非常にやりやすくなる、というメリットをもっている。また、法案をつくる官僚と政策の方向性を打
ち出す政治家とが密接なかかわり合いをしていることは、官僚にとって、政治家が何を言い出すかが予想でき、その
ため事前調整の間もスムーズな連携がはかれるというメリットが考えられる。
　ところが、民主党政権においては、政治主導を掲げ、政策の決定権限が、各省の政務３役である国会議員に移っ
た。すなわち、政務役職についた政府側の国会議員たちに、政策決定の権限が大きく委譲されたといって過言ではな
い。特に内閣の閣僚たちが主導となって政策を決定し、官僚はあくまでそれの補佐をする、という関係性は、これま
での自民党政権下の関係性と大きく異なるものであると言える。このため、民主党議員＝与党と官僚との接触はなく
なり、官僚と接触することが許される国会議員は政務役職についている政府の国会議員だけとなった。当然、民主党
内には政策部門がなくなり、いくら与党であっても政策に関する議論は委員会審議の場に移された。さらに注目する
べき点は、内閣を構成する各省大臣は、自身の省益を代表するのではなく、あくまで官邸主導で国益全体を考える総
合的視野が求められることとなった。このことは、民主党が考えている政策決定プロセスに現れている。閣内での政
策決定プロセスは、まず国家戦略室(局)が方針を打ち出し、その後閣僚委員会で調整をし、最終的に閣議決定する、
というものである。まさに官邸主導・内閣主導であり、内閣の構成員たる各大臣の権限が非常に強く現れることとな
る。以上の、民主党政権における政策決定プロセスの枠組みを考えると、政策決定のプロセスは、国会審議の前段階
の事前調整も、また国会審議そのものも、非効率性を招くもののように思える。なぜなら、法案審議そのものについ
ては委員会審議が長引く可能性を示唆しており、法案審議前段階の事前調整においても、閣僚からの反対意見によっ
て事前調整それ自体が長引く可能性がある。
　まとめると、民主党政権の政策決定プロセスに比べて、自民党政権の政策決定プロセスの方が、法案の事前調整も
法案審議入り後の国会運営も、どちらも時間的にスムーズに行くであろう、という仮説を立てることができる。しか
し、実際は違っていた。

国家公務員法改正案提出までの期間の違い
　国家公務員法改正案の目玉となるのは、どちらの法案でも「内閣人事局」の設置に関する件であった。細目部分で
は異なって入るものの、内閣人事局設置による幹部人事の内閣一元管理について法案にまとめられる予定であった。
当然これは、麻生政権下での法案の方が先に提出されているため、民主党はこの改革路線を踏襲することを考える
と、当然双方の法案の内容は似たものとなることは予測される。問題は、その「内閣人事局」をめぐる事前調整につ
いやした時間について、単純に自民党政権下での事前調整の方が長かった、という事実である。
　国家公務員法改正に関しては、総理直属の国家公務員制度改革推進本部に顧問会議が設置され、そこで改革の具体
策が話し合われてきたが、この顧問会議が設置されたのは2008年９月５日のことであった。また、内閣人事局に関し
ては、同年１１月５日に顧問会議のワーキンググループにおいて議論がなされた。そもそも、首相直属の改革推進本
部および顧問会議において政策が話し合われるということ自体が過去の自民党政策決定プロセスとは異なるものであ
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るが、一度それはおいておくとして、自民党政権下での国家公務員法改正案の議論のスタートポイントは2008年の11
月５日とすることができる。そして法案が提出されたのは2009年３月31日であった。その後、法案は予算審議が優先
されたため審議先延ばしとなり、同年６月25日に審議入り、７月14日には国会が閉幕してしまい、衆院審議中に廃案
となってしまった。法案提出までは５ヶ月、審議入りまでは８ヶ月という期間であった。
　民主党政権下はどうだろうか。国家公務員法改正案を国会に提出する動きが顕著に現れたのは、2009年12月15日
の仙谷行政刷新大臣が、翌年の臨時国会に改正案を提出する行こうを表明した所をスタートポイントとすることがで
きる。当然、それ以前に議論が開始されていたことは理解に容易いが、法案提出の具体的日程が示されたのはこのと
きであった。参考までに、鳩山政権は2009年９月に発足している。そして、改正案の国会提出は2010年２月19日、
国会の審議入りは４月６日、衆院成立は５月13日であった。法案提出までは４ヶ月、審議入りまで６ヶ月、更に衆院
で成立までしている。

期間の違いの背景には「なにかあったのだ」
　そもそも、法案提出までに１ヶ月の誤差があり、予算成立を待ったという事情を斟酌しても審議入りまでには２ヶ
月の差がある。単純に期間だけ見ると、筆者の予想と反している。つまり、自民党時代の政策決定プロセスの方が効
率的であるから、もっとスピード感をもって法案提出まで進むのだと思っていたが実際はそうではなかった、という
ことである。
　もちろん、政務調査会での事前調整には時間がかかることは当然予測されることであるし、公務員制度改革推進本
部の存在はそれまでの自民党政権の政策決定プロセスにおいてはイレギュラーなものであると考えることができる。
また、審議入りに時間がかかったのは予算成立を待ったからであり、衆院審議中に廃案になったのは政局が理由であ
ることは理解できる。さらに、民主党政権が提出した法案には下地として自民党政権時代の法案が存在している。し
かしそれでも、結局民主党政権の法案提出までの期間とあまり大差ない期間で法案が提出されたことは、政策決定の
効率性に関する仮説が打ち砕かれ、同時に「なにかあったのだ」と考えることができる。
　逆の捉え方をしてみよう。民主党政権の法案は、その下地に自民党政権の法案があることは述べた。国家公務員制
度改革基本法の成立の際、民主党は法案審議で賛成をしていることを考えると、民主党は自民党の改革路線を基本的
に踏襲すると思われる。と、いうことは、筆者の仮説にかかわらず、本来なら民主党政権における法案提出までの期
間はもっと短くても良かったはずである。しかし自民党政権における法案提出の期間と大差がなかった訳である。こ
のことからも「なにかあったのだ」と考えることができる。では、それぞれ、何があったのだろうか。

いくつかのバトルの存在
　さて、政策過程における意見の食い違い・齟齬といった政治ゲームを、筆者はバトルと称しているが、前に挙げた
自民党政権下・民主党政権下それぞれの国家公務員法改正案提出までの政策過程に、どれだけのバトルがあったのだ
ろうか。その主なバトルの内容とアクターとしては以下が挙げられる。

自民党政権下での政策過程のバトル（2008.11.5～2009.3.31）
• 国家公務員制度改革推進本部顧問会議がまとめた報告書をめぐる、渡辺喜美氏の反発 (2008.11.07~09.01.13)
• 内閣人事局に総務省の一部機能を移転することについての鳩山総務省と甘利行革担当大臣の閣僚折衝
 (09.01.14-09.01.19)
• 内閣人事局に人事院の機能を移転することについての、谷人事院総裁と甘利行革担当大臣の意見の食い違い
 (09.01.19-09.02.03)
• 内閣人事局に移管される機能と人事局局長に関する、自民党行革推進本部および内閣部会と首相の食い違い
 (09.03.03-09.03.27)

民主党政権下での政策過程のバトル（2009.12.15～2010.2.19）
• 国家公務員法改正案の提示に対する原口総務大臣の反発
(特に)中央官庁の次官の名称を残すかどうか、幹部職員の降任人事を可能にするか、に関する
仙谷国家戦略大臣と原口総務大臣の意見の食い違い (2010.02.06-10.03.27)
• 早期退職勧奨の廃止と民主党公約である公務員を４年で２割削減する方針によって新規採用が窮屈になる旨の
前原国交大臣をはじめとする閣僚懇談会での指摘、および早期退職勧奨継続決定 (法案提出後)
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バトルと「先送り」
　こうして見ると、法案の内容に関する衝突は、民主党の閣内議論よりも、自民党政権での議論の方がより多く発生
していることが分かる。自民党政権下での法案提出が遅れた理由は、こうしたバトルの多さが要員になっていると予
測することができる。現に、他に人事院総裁と甘利行革担当大臣のバトルにおいては、2009年１月30日に、公務員
制度改革推進本部が開催され、その場で公務員制度改革の工程表を決める予定であったが、谷人事院総裁が出席を拒
否したため開催が先送りされたということがあった。また、同年３月６日には、１０日に予定していた国家公務員法
改正案の国会提出が、党内からの異論が噴出した（特に行革推進本部・内閣部会とのバトルにおいて）ため、これも
先延ばしにされている。４つのバトルと、そのなかでも特に大きかった後半２つのバトルに起因する２つの先送り決
定、これが自民党政権下の国家公務員法改正案提出を送らせた原因であることは理解しやすい。
　それでは、民主党側はどうだったのだろうか。実は、民主党政権下の法案提出までの過程でも、バトルに起因する
先送りは存在していた。2010年２月６日に明らかになった国家公務員法改正案に対して、９日に原口総務大臣が反対
を表明したバトルが起こった。これに起因して、本来は１２日に行うはずだった法案の閣議決定を先延ばしにしてい
る。とはいえ、６日に判明し、１２日閣議決定の予定がずれ込んだものの１９日に提出できている点から考えると、
このバトルと先送りはさほど大きな要因ではなかったようである。とすると、筆者が定めたスタートポイントから２
月６日までの間にしばらく検討の期間があり、この期間が、法案提出までの時間を長く見せていた、と結論づけるこ
ともできるだろう。

バトルの解決は誰が図ったか
　次に、稚拙かつ少ないながらも、バトルの中身を見ていきたい。観点としては、結局バトルはどのように終息され
たか、ということである。
　まず、すでに触れた自民党政権および民主党政権の政策決定プロセスから導かれる仮説を述べておく。自民党政権
の政策決定プロセスでは、事前の官僚と党との折衝によって大方の方針が決まることから、官僚＞党＞政府の順に力
を持っているのではないか、ということが推測できる。一方の民主党政権下の政策決定では、内閣のなかでも首相な
いし国家戦略担当大臣がリーダーシップを発揮するということが仮定できる。では、実際はどうだったか。
　甘利行革担当大臣と谷人事院総裁とのバトルでは、谷人事院総裁が人事院の権限を守るために、政府の提示した内
閣人事局に関する方針には反対をしていた。公務員制度改革推進本部の会合をボイコットする等の強硬手段を用い
て、決定を先送りさせるほどの影響力を一時は持ったかに見えたが、最終的には谷総裁の意見は一切法案に反映され
ることは無かった。また、この決定に際して関わっていたのは政府の閣僚および公務員制度改革推進本部、そして谷
総裁であり、党も谷総裁に対しては不快感を持っていた。従って、この案件において個別的に、官僚よりも政府の方
が決定権をもっており、友好的・打開的決着ではない形でバトルは収束をした。
　一方、内閣人事局の機能に関する党の行政改革推進本部および内閣部会からの意見については、政府はこれをほぼ
受け入れる格好となった。改正案国会提出が遅れたのも党からの異論が噴出したことが原因であり、その異論に対処
して法案を提出することができたということは、政府が党を説得したのではなく、政府が党の方針を受け入れたとし
か考えられない。事実、鳩山総務大臣、甘利行革担当大臣、中馬行革推進本部長との会談が３月１８日に行われ、こ
の場で党の意見を政府が受け入れる旨決定されている。したがって、この件については、政府よりも党の方に決定権
力があるという仮説は成り立つ。しかし、人事局長の人選に関しては、首相が譲らなかった。行革推進本部は４人目
の専任の官房副長官ポストを求められていたが、首相はこれをかたくなに固辞した。この部分では、解決には首相の
権力性が働いたということが考えられる。
　民主党政権でのバトルはどうだろうか。異論を唱えた原口総務大臣は、その後仙谷国家戦略担当大臣、鳩山首相と
３度に渡って会談を行っている。またその前段階では、鳩山首相と仙谷大臣が二者で会談している事実がある。この
バトルにおける次官廃止論は、実はもともと仙谷大臣自身が有していた考えであったものの、初期段階の法案ではそ
こまで踏み込めなかったというのが現実だったため、このバトルの収束は比較的早かったと推測できる。いずれにし
ろ、その解決に至る際に行われた会談のメンバーに国家戦略担当大臣と首相が含まれていた点、そしてそれまでの事
実関係において、国家戦略大臣がアクターとして動いていた側面が多かったことを考えても、やはり民主党政権下に
おいて実質的なリーダーシップを有しているのは、特に公務員制度改革においては国家戦略大臣であるという仮説は
支持できるものではないか。
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IV.まとめとして
　以上、自民党政権と民主党政権で、国家公務員法改正案の提出という、同じ側面で語ることのできるゴールに至る
までにどのような政策過程上の違いがあるかについて分析してみた。分かったこととしては、自民党政権の末期にな
ると、もはや過去の自民党的政策決定プロセスは機能しなくなるということであった。また、民主党政権において
は、例えば郵政に関する問題、普天間に関する問題等で閣内不一致が取りざたされることが多いが、その不一致を収
束させられるだけの政治ゲームが働いていることが分かった。
　今回は、特定の分析モデルを用いたとはとても言えない分析であったが、方針的にはアリソンの第三モデルに従っ
たつもりである。もっとも、更に緻密に分析をかければ、もっと良い作品として仕上がることは理解に容易く、その
点は今回大いに反省するべき点であることに触れて、本稿を閉じたいと思う。
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国家公務員法改正法案をめぐる政策過程分析　～自民党政権と民主党政権の違いを、｢バトル｣を中心に読み解く～：日表後期段階版      総合政策学部　４年　遠藤　忍（70701546／s07154se@sfc.keio.ac.jp）

2010年度春学期　政策過程論（草野厚）課題

政　府政　府政　府政　府 政　党政　党政　党政　党

政府発表／官房長官 福田首相 渡辺行革担当大臣 政府関係機関 国会審議 他の野党 民主党 自民党 公明党

2008/04/18

2008/05/08

2008/05/09

2008/05/12

2008/05/14

2008/05/15

2008/05/21

2008/05/23

2008/05/26

民主党がまとめた政府の国
家公務員制度改革基本法案
への対案骨子について、
「我々の考えと極めて似
通っている。ほとんど同じ
と言ってもおかしくない案
だ」と述べ、評価した。

衆院議院運営委員会の理事
会で、国家公務員制度改革
基本法案について、９日の
衆院本会議で趣旨説明と質
疑を行うことを決めた。
衆議院本会議にて、趣旨説
明と質疑が行われ、審議入
りした。

国家公務員制度改革基本法
案について、付帯決議を加
えるなどの条件付きで賛成
すべきだとの考えを示し
た。同法案への対案提出を
検討していたが、賛成に転
じる考えを強調した。

衆議院内閣委員会にて、国
家公務員制度改革基本法案
が本格審議入りした。

審議入りに当たり、民主党
は、制度設計の問題点を追
及しつつ、改革の方向性に
は賛意を示す両面作戦で与
党を揺さぶろうとしてい
る。

国家公務員制度改革基本法
案の審議入りに際し「行政
や政治を国民本位のものに
改める。公務員の意識改革
も必要だ。ぜひ今国会で成
立させたい」

岡田幹事長「我々が考える
骨格部分を了承してもらわ
ないと、賛成は難しい」

自民・大島国対委員長、民主・山岡国対委員長、国会内
で会談し、国家公務員制度改革基本法案の修正協議に入
ることで合意した。理事らが２２日から具体的な協議を
始める予定だ。

自民・大島国対委員長、民主・山岡国対委員長、国会内
で会談し、国家公務員制度改革基本法案の修正協議に入
ることで合意した。理事らが２２日から具体的な協議を
始める予定だ。

衆議院内閣委員会理事会
で、国家公務員制度改革基
本法案の修正協議を行っ
た。各党の主張をまとめた
論点整理を提示し、与野党
は２７日に再度協議するこ
とで一致。

国家公務員制度改革基本法案の今国会での成立が２６日、極めて困難な情勢となっ
た。同日の自民、民主両党の法案修正協議で、「団体協約締結権」を付与する公務員
の対象拡大を巡る意見の隔たりが埋まらず、合意に至らなかったためだ。

国家公務員制度改革基本法案の今国会での成立が２６日、極めて困難な情勢となっ
た。同日の自民、民主両党の法案修正協議で、「団体協約締結権」を付与する公務員
の対象拡大を巡る意見の隔たりが埋まらず、合意に至らなかったためだ。

国家公務員制度改革基本法案の今国会での成立が２６日、極めて困難な情勢となっ
た。同日の自民、民主両党の法案修正協議で、「団体協約締結権」を付与する公務員
の対象拡大を巡る意見の隔たりが埋まらず、合意に至らなかったためだ。

①福田内閣時代の国家公務員制度改革基本法案成立から福田改造内閣成立まで
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2010年度春学期　政策過程論（草野厚）課題

政　府政　府政　府政　府 政　党政　党政　党政　党

政府発表／官房長官 福田首相 渡辺行革担当大臣 政府関係機関 国会審議 他の野党 民主党 自民党 公明党

2008/05/272008/05/27

2008/05/28

2008/05/29

2008/06/02

2008/06/05

2008/06/06

国家公務員制度改革基本法案について実務者による協議を行い、３党共同で修正した
上で成立させることで合意した。焦点だった「団体協約締結権」を付与する公務員の
対象拡大や政官接触制限の見直しなどで、与党が民主党の主張を大幅に受け入れ、２
６日の修正協議の不調から一転、今国会で成立する見通しとなった。

国家公務員制度改革基本法案について実務者による協議を行い、３党共同で修正した
上で成立させることで合意した。焦点だった「団体協約締結権」を付与する公務員の
対象拡大や政官接触制限の見直しなどで、与党が民主党の主張を大幅に受け入れ、２
６日の修正協議の不調から一転、今国会で成立する見通しとなった。

国家公務員制度改革基本法案について実務者による協議を行い、３党共同で修正した
上で成立させることで合意した。焦点だった「団体協約締結権」を付与する公務員の
対象拡大や政官接触制限の見直しなどで、与党が民主党の主張を大幅に受け入れ、２
６日の修正協議の不調から一転、今国会で成立する見通しとなった。
国家公務員制度改革基本法
の修正案について、小沢代
表ら党幹部が協議し、修正
案の受け入れを決めた。２
８日の「次の内閣」の会合
で正式決定する。

国家公務員制度改革基本法
修正案の委員会可決後、国
会内で記者団に、「官僚主
導から政治主導へという流
れが確立されていく画期的
な法案だ」と修正案を評価
した。

衆議院にて、自民・民主・
公明の３党が共同提出した
国家公務員制度改革基本法
案の修正案が可決された。
修正案は、妥協を優先した
結果、団体協約締結権の範
囲拡大などで不透明な点も
残る。

国民新党・綿貫代表：国家
公務員制度改革基本法案へ
の対応について、「自民、
公明、民主党で合意したと
あるが、わが党には政策協
議はなかった。（衆院）本
会議採決は反対せざるを得
ない」と述べた。

国家公務員制度改革基本法
案の修正案は、衆院本会議
で自民、民主、公明、社民
の４党の賛成で可決され
た。修正案では、政府案で
「内閣人事庁」だった担当
組織は内閣官房の「内閣人
事局」とする、官房長官が
作成する人事原案をもとに
各閣僚が首相や官房長官と
協議して任免するとした。
国会議員と公務員の接触制
限は見送り、記録作成や情
報公開によって接触の透明
性を確保する。

政府が国会に示した同意人
事案のうち、国家公務員の
天下りを監視するため１０
月に新設予定の「再就職等
監視委員会」の委員長と委
員４人について、不同意と
する方針を固めた。菅代表
代行は、「（天下りの）制
度は必要ないと判断しなが
ら、制度の運用に必要なも
のを認めるのは論理的に矛
盾する」

自民党の鈴木政二、民主党の簗瀬進両参院国会対策委員
長は２日、国会内で会談し、自民、民主、公明３党で共
同修正を行った国家公務員制度改革基本法案について、
６日の参院本会議で採決し、成立させることで大筋合意
した。

自民党の鈴木政二、民主党の簗瀬進両参院国会対策委員
長は２日、国会内で会談し、自民、民主、公明３党で共
同修正を行った国家公務員制度改革基本法案について、
６日の参院本会議で採決し、成立させることで大筋合意
した。

人事院：国家公務員採用試
験などの見直しに着手する
と発表した。国家公務員制
度改革基本法案が今国会で
成立する見通しとなったこ
とを受けたもの

参議院内閣委員会にて、国
家公務員制度改革基本法案
を全会一致で可決した。６
日の参院本会議で可決、成
立する見通しだ。

幹部公務員人事の一元管理
導入などを盛り込んだ国家
公務員制度改革基本法案を
全会一致で可決した。６日
の参院本会議で可決、成立
する見通しだ。

参議院：１０月に新設する
「再就職等監視委員会」の
委員長と委員４人の人事案
を民主党などの反対多数で
不同意とした。各省庁によ
る公務員の再就職あっせん
が１０月以降できなくなる
可能性が出てきた。
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政　府政　府政　府政　府 政　党政　党政　党政　党

政府発表／官房長官 福田首相 渡辺行革担当大臣 政府関係機関 国会審議 他の野党 民主党 自民党 公明党2008/06/06

2008/06/17

2008/06/24

2008/06/26

2008/07/03

2008/07/04

参議院本会議にて国家公務
員制度改革基本法が６日成
立し、省庁ごとに縦割りで
行われている公務員の人事
や退職後の再就職あっせん
が内閣に一元化される。

自民党国家戦略本部：７月
上旬に設置される国家公務
員制度改革推進本部の事務
局人事に関し、事務局長・
次長は公募、スタッフも公
募を活用し過半数は民間人
を登用する、行革相を人事
の責任者とすることを求め
る決議を行った。

７月上旬に設置する国家公
務員制度改革推進本部の事
務局長に、清家篤慶大教授
（５４）を起用する方針を
固めた。

首相官邸で渡辺行政改革相
と会談し、国家公務員制度
改革推進本部の事務局長ら
スタッフの公募を見送り、
首相が自ら人選することを
決めた。

行革相が「人材を幅広く集
めるべきだ」と公募を主張
したが、首相は「役所の寄
せ集め人事はやらない」と
説得し、自ら選ぶことで決
着させた。

行政改革推進本部の中馬本
部長：町村官房長官と会談
し、「どんな人物が手を挙
げるか分からない」と公募
の問題点を指摘した。「公
募になれば、行革相の意向
に沿った人が集められ、官
僚バッシング的な改革案を
作成するかもしれない」と
懸念する向きもある。

国家公務員制度改革基本法
に基づき設置する国家公務
員制度改革推進本部の事務
局の事務局長や次長ら幹部
について、非常勤も認める
ことを決めた。また、「労
使関係制度検討委員会」や
「顧問会議」の設置を決め
た。
国家公務員制度改革推進本
部の事務局長に清家篤慶大
教授を起用する人事を断念
する方向で検討に入った。
政府関係者によると、清家
氏が固辞する意向を伝えた
と見られる。
町村官房長官：新設する国
家公務員制度改革推進本部
の事務局長に日本経団連参
与の立花宏氏を起用する人
事を発表。事務局次長には
前総務次官の松田隆利、三
菱ＵＦＪリサーチ＆コンサ
ルティング主席研究員の岡
本義朗の両氏を充てる。
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政　府政　府政　府政　府 政　党政　党政　党政　党

政府発表／官房長官 福田首相 渡辺行革担当大臣 政府関係機関 国会審議 他の野党 民主党 自民党 公明党

2008/07/11

2008/07/15

2008/07/16

2008/07/28

2008/07/30

2008/08/02

国家公務員制度改革基本法
に基づく国家公務員制度改
革推進本部が発足。１５日
にも推進本部の初会合を開
き、本格的な作業に取りか
かる予定。

国家公務員の再就職あっせ
んを全面禁止する「天下り
根絶法案」を臨時国会にも
提出する方針を確認。

町村官房長官：１１日に発
足した国家公務員制度改革
推進本部事務局体制につい
て、「民間の参加を得たい
ということで関係企業に話
をしており、（民間人が）
かなりの割合だと聞いてい
る。半分近くか半分前後か
だ」と述べた。
来年度実施予定の能力や実
績を重視した国家公務員の
人事評価制度の導入にあわ
せて、一般職の国家公務員
全員を対象にした面談を来
年度から導入する。

国家公務員制度改革推進本
部：８月１日に本格的に始
動する事務局職員の４割弱
に民間出身者が起用される
ことが固まった。新設され
る内閣人事局の制度設計を
担当するなど、公務員制度
改革の具体化を担当する。

福田改造内閣発足



国家公務員法改正法案をめぐる政策過程分析　～自民党政権と民主党政権の違いを、｢バトル｣を中心に読み解く～：日表後期段階版      総合政策学部　４年　遠藤　忍（70701546／s07154se@sfc.keio.ac.jp）

2010年度春学期　政策過程論（草野厚）課題

政　府政　府政　府政　府 政　党政　党政　党

政府発表／官房長官 福田首相 渡辺茂木行政改革大臣 政府関係機関 民主党 自民党 渡辺喜美氏

2008/08/02

2008/08/15

2008/08/30

2008/09/01

2008/09/05

2008/09/23

2008/09/24

福田改造内閣発足
閣議後の記者会見で、国家公務員制
度改革推進本部に設置する「顧問会
議」のメンバーに、日本経団連の御
手洗冨士夫会長、日本商工会議所の
岡村正会頭、経済同友会の桜井正光
代表幹事の経済３団体トップを起用
すると発表した。９月上旬に初会合
を開く予定だ。顧問会議は重要事項
を審議し、首相に意見を述べる。

ＴＢＳの番組で、政府の公務員制
度改革の取り組みについて、「相
当、骨抜きの動きが進行してい
る」と批判した。８月に本格始動
した国家公務員制度改革推進本部
事務局で、各省から集められた職
員が改革に抵抗しているとし、
「今、事務局は相当ぎくしゃくし
ている。改革派（の官僚）もいる
が、うまく回らなくなっている」
と語った。

退陣を表明
国家公務員制度改革推進本部：顧
問会議の初会合を首相官邸で開
き、国家公務員制度改革基本法に
基づく改革具体化への議論を開始
した。顧問会議は改革の「お目付
け役」として、重要事項を審議す
る役割を担うが、会議での意見が
新政権下でどの程度反映されるか
は不透明だ。
国家公務員制度改革推進本部：顧
問会議の第２回会合を内閣府で開
き、日本経団連の御手洗冨士夫会
長を座長に選んだ。

麻生内閣発足

②福田改造内閣成立から辞任、麻生内閣発足まで
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2010年度春学期　政策過程論（草野厚）課題

③麻生内閣発足から渡辺喜美氏の自民党離党まで
政　府政　府政　府政　府政　府 政　党政　党

政府機関発表 麻生首相 甘利行革担当大臣 人事院 国家公務員制度　　　　　　
改革推進本部 国会審議 民主党 自民党

2008/09/24

2008/09/30

2008/11/07

2008/11/13

2008/11/14

2008/11/18

2008/11/21

2008/11/22

麻生内閣発足
１０月に予定していた「官民
人材交流センター」（新・人
材バンク）の設置を延期する
方針を決めた。国家公務員の
再就職あっせんを一元化する
センターの活動を監視するた
め、同時に新設する「再就職
等監視委員会」の委員人事が
決まらないからだ。

顧問会議：５日から７日似か
けて、ワーキンググループが
集中審議を行った。各府省庁
の幹部人事を一元管理する内
閣人事局について、各府省庁
にある人事関係部局をすべて
統合することを前提に、制度
設計を進める方針を決めた。

渡辺喜美氏：甘利明行革担当
相に「組織規模は徹底的にス
リム化すべきだ」と私案を突
きつけ、制度設計に「参入」
しようとしている

顧問会議：総務省人事・恩給
局のうち国家公務員制度の企
画・立案や公務員の給与など
を担当する「人事部門」を、
省庁の幹部人事を一元管理す
る「内閣人事局」へ移管する
方向で大筋一致

在職中の不祥事などが発覚し
た元国家公務員の退職金を返
還させられるようにする国家
公務員退職手当法改正案につ
いて、来年の通常国会への提
出を目指す考えを示した。

顧問会議：「内閣人事局」に
総務省や人事院の組織の一部
を移管することを求める報告
書をまとめた。人事院の試
験、任免、給与などの企画立
案など、総務省人事・恩給局
の人事行政に関する部局を移
管する考えを提示。

渡辺喜美氏：顧問会議がまと
めた内閣人事局についての報
告書が「稚拙」「骨抜き」と
して「中身が全然ないじゃな
いか。押し通そうなんて絶対
認めないぞ」と、行革推進本
部公務員制度改革委員会で怒
声をあげた

参議院：国家公務員の再就職
に関する「再就職等監視委員
会」の委員長人事など２機関
８人の人事案を、民主、共
産、社民、国民新各党の反対
で否決、不同意とした。

「内閣人事局」の2009年度の
設置先送りされる見通しと
なった。設置は早くても１０
年４月以降となる。
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政　府政　府政　府政　府政　府 政　党政　党

政府機関発表 麻生首相 甘利行革担当大臣 人事院 国家公務員制度　　　　　　
改革推進本部 国会審議 民主党 自民党

2008/11/27

2008/11/28

2008/12/18

2008/12/19

2008/12/22

塩崎恭久氏・渡辺喜美氏：
「速やかな政策実現を求める
有志議員の会」が都内で会合
を開き、社会保障や公務員制
度改革などについて政府に幅
広く政策提言を行っていく方
針を確認。

甘利行政改革相と会談し、国
家公務員の幹部人事を一元管
理する「内閣人事局」の設置
時期を、当初予定の０９年度
から１０年４月に先送りする
ことを了承した。改革基本法
は５年で完了させると定めて
いるが、首相は期間を４年に
短縮した「工程表」を１月に
閣議決定する考え。工程表に
ついて、「改革全体を前倒し
することで、麻生内閣の公務
員制度改革にかける思いがき
ちんと伝わる。しっかりやっ
てほしい」と指示した。

公務員制度改革に関する緊急
の記者会見を開催。「（内閣
人事局設置を）強引に２１年
度予算に間に合わせるのは必
ずしも適切ではない」と設置
の先送りを明言した。その一
方で「断じて改革の先送りで
はない」と強調し、 (1)今後３
年半の「工程表」を来年１月
めどに策定する (2)年功序列の
給与体系と協約締結権が認め
られていない労働基本権の見
直しも工程表に盛りこむ－方
針を示した。

省庁が退職する国家公務員の
再就職をあっせんする場合の
可否について、首相が直接承
認する方針を固めた。省庁に
よる公務員の再就職あっせん
は、３年間に限って認めら
れ、民間の第三者で構成する
「再就職等監視委員会」が承
認する予定だった。しかし、
委員会の設置に反対する野党
が与野党逆転の参院で、政府
提案の委員を不同意とし、委
員会が事実上機能しないた
め、首相が承認することにし
た。
官僚の再就職あっせんを一元
的に管理する「官民人材交流
センター」と、交流センター
の活動を監視する「再就職等
監視委員会」を３１日付で設
置することを決定。

在職中の不祥事などが発覚し
た国家公務員に、退職金を強
制的に返納させることを可能
にする改正国家公務員退職手
当法が１９日、参院本会議で
全会一致で可決、成立

「天下り全廃」を求める民主
党は「３年間の移行期間中は
監視委が承認した場合、従来
通り各省庁があっせん可能」
としている点に反発。

総務省：２００９年度の国家
公務員の定員を２５２５人純
減すると発表
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政　府政　府政　府政　府政　府 政　党政　党

政府機関発表 麻生首相 甘利行革担当大臣 人事院 国家公務員制度　　　　　　
改革推進本部 国会審議 民主党 自民党

2009/01/05

2009/01/07

2009/01/08

2009/01/09

2009/01/13

渡辺喜美氏：石原伸晃幹事長
代理と国会内で会い、提言書
を手渡した。「速やかかつ真
摯に検討されない場合、離党
する」と明記したが、首相は
要求に応じない考えで、渡辺
氏は早ければ週内に離党する
見通し。提言書では2009年度
からの国家公務員人件費の２
割カット、各省による公務員
の再就職あっせんを首相が承
認する仕組みの撤回など、計
７項目を要求している。

衆院予算委員会にて、「（渡
りは）原則承認しないことに
している。認められるのは極
めて例外的な場合に限られ
る。厳格に対応していきた
い」と述べ、政令については
「この段階で直ちに撤廃する
つもりはない」と語った。

渡辺喜美氏：党本部と内閣府
を相次いで訪ね、国家公務員
の人件費削減など行革推進を
求める要望書を提出した。党
本部で中馬弘毅行政改革推進
本部長に手渡した後、内閣府
の行革相室を訪問したが、甘
利行革相は不在で、要望書は
職員に預けた。

河村官房長官：退職した国家
公務員が天下りを繰り返して
多額の退職金を受け取る「渡
り」行為について、「基本的
にはもう認めない方向になっ
ているが、極めて例外的な
ケースがあった場合には厳格
に検討する余地が残ってい
る」と述べ、全面的な禁止に
は慎重な見方を表明した。

渡辺喜美氏：首相に対し、公
開質問状を提出することを決
める。質問状への首相の対応
を見て、離党について最終判
断する考えだ。ただ、首相は
この日の国会答弁で、政令撤
回などは考えていないことを
明らかにしている。

渡辺喜美氏：首相官邸を訪
れ、麻生首相あての公開質問
状を提出しようとしたが、首
相秘書官らが「事前の連絡な
しに、首相不在時に来られて
も困る。国会議員が首相に質
問するのは国会の場がある」
として受け取りを拒んだ。
渡辺喜美氏、自民党を離党
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④渡辺喜美氏の自民党離党とから、麻生内閣の退陣まで
政　府政　府政　府政　府政　府 政　党政　党政　党政　党

政府発表／官房長官 麻生首相 甘利行革担当大臣 人事院 公務員制度改革推進本部 国会審議 渡辺喜美氏 民主党 自民党 公明党

2009/01/13

2009/01/14

2009/01/15

渡辺喜美氏、自民党を離
党

鳩山総務相と内閣人事局
について閣僚折衝を行っ
たが、物別れに終わっ
た。甘利氏は総務省の
「人事・恩給局」の人事
行政部門や各省庁の組
織・定員管理を担当する
「行政管理局」を移管さ
せる考えだが、鳩山氏は
行政管理局移管に難色を
示した。甘利氏は「公務
員制度改革は極めて厳し
い局面に立つ」と訴えた
が、鳩山氏は「前向きに
考えたい」と述べるにと
どめた。
改革推進本部顧問会議の
会合で、顧問の屋山太郎
氏（政治評論家）と応酬
を交わした。屋山氏が甘
利氏の公務員改革に対す
る姿勢を「官僚改革を官
僚の手に委ねるというの
は正気の沙汰ではない」
などと批判したことにつ
いて「改革を前進させた
自負がある。どこが逃げ
ているのか」と説明を求
めた。これに対して屋山
氏が、官僚ＯＢが再就職
を繰り返す「渡り」の禁
止をめぐって、例外規定
が政令で設けられたこと
などについて「行革担当
相が黙っているのは納得
がいかない。逃げてい
る」と反論する一幕も
あった。

顧問会議：公務員制度改
革の「工程表」素案を提
示した。現行のキャリア
制度を廃止するため、現
行の採用試験に替わる新
試験を２０１２年度から
導入する。幅広く幹部に
登用する「幹部候補育成
課程」を１０年度から設
ける。内閣人事局の組織
概要などを固めたうえ
で、今月中に工程表を決
定したい考え。



国家公務員法改正法案をめぐる政策過程分析　～自民党政権と民主党政権の違いを、｢バトル｣を中心に読み解く～：日表後期段階版      総合政策学部　４年　遠藤　忍（70701546／s07154se@sfc.keio.ac.jp）

2010年度春学期　政策過程論（草野厚）課題
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2009/01/16

2009/01/19

2009/01/20

2009/01/21

河村官房長官：政令の修
正や廃止について、記者
会見で、「方針に従って
やっていく」と、見直し
に応じない立場を明確に
しており、党との溝は埋
まる気配がない。

江田憲司氏とともに、国
会内で記者会見し、政策
グループの結成を発表す
る。渡辺氏が唱える公務
員制度改革に重点的に取
り組む方針。

行政改革推進本部・公務
員制度改革委員会：昨年
末に閣議決定された「職
員の退職管理に関する政
令」の修正や廃止を求め
る意見が相次いだ。石原
氏は「重要案件なのに、
党に事前に相談がなかっ
た」と、政府側の手続き
も問題視した。政令を認
めない意向を政府に伝
え、政令の改正や廃止を
促す方針を決めた。

参院予算委員会で、退職
した国家公務員が天下り
を繰り返す「渡り」を首
相権限で容認する政令に
ついて、「改正国家公務
員法では３年以内は『渡
り』（のあっせん）が認
められている」と述べ、
政令の修正や撤回を拒否
した。

総務省で鳩山総務相と会
談し、総務省行政管理局
を内閣官房に移すことで
合意した。ただ、甘利氏
が求めていた、国家公務
員の幹部人事を一元化す
るため内閣官房内に設置
する「内閣人事局」への
移管には、鳩山氏が難色
を示した。
「内閣人事局」設置に関
し、「19日に人事院か
らゼロ回答を頂いた。極
めて憂慮すべき事態だ」
と述べ、人事院が内閣人
事局への組織移管に難色
を示したとして批判し
た。

退職した国家公務員が公
益法人などへの再就職を
繰り返す「渡り」の全面
禁止を政府・自民党に求
める方針を固めた。

重要政策の企画立案など
を機動的に行うため新設
する「国家戦略スタッ
フ」の定数を３０人以内
とする方針を固めた。国
会議員の兼務も認める。
首相補佐官制度は廃止。

自民党行政改革推進本部
の中馬弘毅本部長らと首
相官邸で会い、「渡り」
のあっせん承認につい
て、「実際に（各省庁が
あっせんの）承認を求め
てくることはない。心配
ない」と述べた。「必要
不可欠と認められる場
合」に、省庁による「渡
り」のあっせんを容認し
ている政令の改正は行わ
ないが、実際には「渡
り」を排除する方針を示
した。

谷総裁：都内で記者団
に、国家公務員の幹部人
事を一元管理する「内閣
人事局」への組織の移管
に反対する考えを明らか
にした。「内閣人事局が
具体的に何をするのか見
えない。何を移管するの
かも具体的に示されてお
らず、交渉するすべがな
い」「国家公務員制度改
革基本法の枠を超えてい
る」と主張、組織の大幅
移管は難しいとの認識を
示した。人事院の企画立
案部門を移せば「第三者
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2009/01/21

2009/01/22

2009/01/23

2009/01/24

参院予算委員会にて、国
家公務員が天下りを繰り
返す「渡り」を首相権限
で容認する政令に与野党
から批判が出ていること
に関しては、「禁止する
とはなかなか言えないと
ころで、厳しく運用する
と言うのが精いっぱい
だ」と述べた。

い」「国家公務員制度改
革基本法の枠を超えてい
る」と主張、組織の大幅
移管は難しいとの認識を
示した。人事院の企画立
案部門を移せば「第三者
機関として労働基本権の
制約がある公務員の代償
機能がなくなる」、内閣
人事局そのものについて
も「幹部人事の政治主導
を内閣がどう確保するか
検討する必要があるの
に、ほとんどやっていな
い」と述べ顧問会議の対
応を批判

自民党の行政改革推進本
部公務員制度改革委員会
（石原伸晃委員長）に提
示した最新の「工程表」
案では、公務員の定年延
長を検討し、「天下り」
の温床とされる早期退職
慣行を見直す方針が明記
された。

行政改革推進本部・公務
員制度改革委員会：退職
した公務員が天下りを繰
り返す「渡り」につい
て、３年間に限って省庁
のあっせんを認めた国家
公務員法の改正や、「渡
り」のあっせんを例外的
に容認した政令の撤回な
どを求める意見が続出し
た。「当面は見守る」
（石原委員長）方針を確
認した。

河村官房長官：記者会見
で、人事院の機能移転に
ついて、「人事院解体論
ではない」と述べ、人事
院が移管に応じるよう求
めた。

臨時閣議で、公務員制度
や特別会計、独立行政法
人など行政改革全体の手
順を定めた「工程表」を
作成するよう、甘利行政
改革相ら関係閣僚に指示
した。

谷公士人事院総裁に対
し、国家公務員の幹部人
事を一元管理するため新
設する「内閣人事局」
に、人事院の、職員向け
研修や採用試験などの企
画立案のほか、給与ラン
ク別に定員を定める「級
別定数」の管理などの機
能を移管するよう求めた
が、難色を示され、初め
ての交渉は不調に終わっ
た。

テレビ東京の番組で、政
府が検討中の国家公務員
制度改革の「工程表」に
ついて、「いい加減なも
のが出てきたら、議員立
法でやる。自民党も民主
党もない」と述べ、与野
党に賛同者を募り、改革
の法制化を目指す考えを
示した。
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2009/01/26

2009/01/272009/01/27

2009/01/282009/01/28

国家公務員制度改革の工
程表の最終案が明らか
に。公務員に対する労働
基本権の拡大について、
「2012年までに施行」
と初めて明記。内閣官房
に「内閣人事・行政管理
局」を2010年４月をめ
どに設置。総務省行政管
理局のほか、(1)同省人
事・恩給局の人事部門 
(2)人事院の任用や研
修、試験に関する企画立
案機能 (3)財務省主計局
の総人件費配分方針の企
画立案機能などの機能を
移管。局長は官房副長
官。「天下り」を根絶。
定年まで勤務できる環境
の整備と、定年延長など
を検討。現行の採用試験
を見直し、「総合職」
「一般職」「専門職」に
分けた新試験を１２年度
前半から実施。

甘利大臣と谷総裁：人事院について、給与ランク
別に定員を定める「級別定数」の管理のほか、職
員向け研修や採用試験などの企画立案の移管を盛
り込んだが、２６日に協議し、行革相は最終案に
沿った機能移管を認めるよう求めたが、谷氏が拒
否、物別れに終わった。

甘利大臣と谷総裁：人事院について、給与ランク
別に定員を定める「級別定数」の管理のほか、職
員向け研修や採用試験などの企画立案の移管を盛
り込んだが、２６日に協議し、行革相は最終案に
沿った機能移管を認めるよう求めたが、谷氏が拒
否、物別れに終わった。

閣議で、退職した国家公
務員が再就職を繰り返す
「渡り」について、省庁
のあっせんによる再就職
が2006～08年の３年間
で計３２件あったとする
答弁書を決定した。

人事院の一部機能移管の
首相裁定について「その
段階ではない。河村、甘
利両氏で調整する段階
だ」と推移を見守る姿勢
を示した

谷総裁：給与ランク別に
定員を定める「級別定
数」管理や、職員向け研
修や試験の企画立案と
いった機能を、内閣人
事・行政管理局に移管す
ることについて、「内閣
人事・行政管理局が扱う
のは幹部職員だけ。一般
職員に影響が及ぶ移管は
認められない」と反発
し、河村官房長官の説得
をはねのけた。

顧問会議：26日に打ち
出された工程表の最終案
が提示され、大筋で了
承。

河村長官：谷総裁との会
談後に、人事院の一部昨
日の移管について「最終
的には首相の裁断をいた
だくことになる」

人事院の一部機能移管の
首相裁定について「その
段階ではない。河村、甘
利両氏で調整する段階
だ」と推移を見守る姿勢
を示した

谷総裁：給与ランク別に
定員を定める「級別定
数」管理や、職員向け研
修や試験の企画立案と
いった機能を、内閣人
事・行政管理局に移管す
ることについて、「内閣
人事・行政管理局が扱う
のは幹部職員だけ。一般
職員に影響が及ぶ移管は
認められない」と反発
し、河村官房長官の説得
をはねのけた。

顧問会議：26日に打ち
出された工程表の最終案
が提示され、大筋で了
承。

施政方針演説にて、公務
員制度改革の工程表策
定・前倒しの実行と、天
下りなど押しつけ的あっ
せんの根絶を述べた。
衆院本会議代表質問に
て、国家公務員が公益法
人などに天下りを繰り返
す「渡り」を容認する政
令についても撤回を主
張。
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2009/01/29

2009/01/30

2009/01/31

2012年までの公務員制
度改革の道筋を示す「工
程表」について、当初予
定していた３０日の国家
公務員制度改革推進本部
での決定を見送ることを
決めた。幹部人事を一元
管理するため新設する
「内閣人事・行政管理
局」創設を巡り、人事院
が同局への機能移管を拒
否しているため、さらに
調整を続け、事態打開を
図ることにした。「人事
院の谷公士総裁が３０日
の推進本部に出ないと
言っていることが要因」

衆院本会議で行われた各
党代表質問で、「渡り」
の各省庁によるあっせん
を自らの在任中は全面禁
止することを表明した。
「国民からの厳しい批判
や国会の議論を踏まえ、
今後は（あっせん承認
の）申請が出てきた場
合、認める考えはない」
と明言。昨年１２月の政
令で省庁の「渡り」あっ
せんを「必要不可欠と認
められる場合」に限り、
３年間は例外的に首相権
限で承認できると定め
た。首相は政令の厳格な
運用で「渡り」を実質的
に排除する考えを強調し
てきたが、与党でも「方
針が不明確」と批判が出
たため、全面禁止を明確
にし、軌道修正した。

党の行革推進本部・公務
員制度改革委員会からの
要望に対して「修正され
た部分は補償しなければ
ならない」

谷総裁：甘利大臣に対し
て甘利氏に電話で「憲法
違反になる。一歩も引け
ない」と３０日の会合を
ボイコットすると伝え
た。

行政改革推進本部・公務
員制度改革委員会：人
事・行管局長に官房副長
官を充てることへの反対
や天下り根絶の将来像を
明記するよう要望

公務員制度改革の工程表
について、記者会見で、
「人事院のお墨付きがな
ければ改革ができないと
したら、永遠にできな
い」とし、推進本部が３
０日に開けなかったの
は、谷・人事院総裁の欠
席が一因だと不満を爆発
させた。「首相が主宰す
る会議に役人が出ないな
んてことがあるのか。あ
り得ない。公務員制度改
革は、人事院が政治的な
根回しをして阻止してき
た歴史だ」

谷総裁：「内閣人事・行
政管理局」への一部機能
の移管に反発して、改革
推進本部の会合に出席拒
否

公務員制度改革推進本部
を開き、工程表を決める
予定だったが、谷氏が出
席しないとして、開催が
中止・先延ばしにされ
た。

民主党の行政改革調査会
などの合同部門会議に招
かれ、国家公務員が天下
りを繰り返す「渡り」の
全面禁止などを盛り込ん
だ試案の内容を説明し、
法案提出に向けて民主党
に協力を要請。工程表に
関しては、「人事院総裁
の言っていることは抵抗
勢力そのものだ」と述
べ、人事院の解体的な再
編が必要と強調した。

鳩山幹事長：公務員制度
改革の道筋を示す工程表
の決定見送りについて、
「人事院の抵抗はまさに
役人の縄張り争いだ。予
算委員会などで真剣に検
討する」と述べ、国会で
追及する考えを示した。
また、工程表の対案提出
を視野に、渡辺喜美・元
行政改革相と協力する意
向を明らかにした。

菅選対委員長：人事院の
谷総裁が、政府の国家公
務員制度改革推進本部へ
の出席を拒否した問題に
ついて、「首相が主宰す
る会議に来ない総裁に
は、辞めてもらわなけれ
ばならない」と述べ、谷
氏の辞職を求めた。
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2009/02/01

2009/02/02

細田幹事長：ＮＨＫ番組
で、「首相が明確に渡り
をやめると言ったので、
決着だ」とし、政令見直
しには否定的な見解を示
した。

北側幹事長：ＮＨＫ番組
で、退職した国家公務員
が天下りを繰り返す「渡
り」のあっせんを例外的
に認めた政令について、
「麻生首相が（あっせん
を）認めないと明言した
ので、この問題は解決し
たと思うが、より国民に
分かりやすくするために
は、政令の廃止や修正の
話が出てくると思う」と
述べ、廃止も含めて見直
しを検討すべきだとの考
えを明らかにした。

河村官房長官：記者会見
で、「人事院は政府の法
案に反対する立場にな
い。粛々とやっていく」
と述べた。

政府内の対立で決定が遅
れていた公務員制度改革
の道筋を示す「工程表」
に、天下りの根絶に向け
た新人事制度を２０１１
年から導入するとの修正
を加えて決着させること
が固まった。首相官邸で
記者団に、国家公務員制
度改革推進本部を３日に
開き、工程表を正式決定
すると表明。「内閣人
事・行政管理局」の局長
は与党の反対に配慮し、
誰をあてるかの具体的表
記は削除した。

河村建夫官房長官と首相
官邸で会談し、人事・行
管局の新設を盛り込んだ
公務員制度改革に関する
「工程表」を、政府案の
まま決定する方針を確認
した。態度を硬化させた
ままの人事院側の言い分
を聞いていたら、工程表
を基にした関連法案策定
が遅れるため。

谷総裁：公務員制度改革
推進本部欠席について
「出席の要請はなかっ
た。首相が締めくくりを
する場で、私が反対意見
を述べる」とした。「工
程表」の内容に反対する
谷氏の辞任を求める声が
与党から出ていることに
ついて、「今はそういう
状況だとは思っていな
い。この段階で『辞めま
す』という気持ちは全然
ない」と述べた一方で、
「現在の職で責任を果た
せない事態になれば、私
の責任と真っ向から齟齬
（そご）を来すことにな
る」と語り、辞任する可
能性も示唆した。
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2009/02/03

2009/02/04

国家公務員制度改革の道
筋を示す「工程表」が３
日、正式決定。

予算委員会で、国家公務
員の再就職あっせんを政
府全体で一元化する「官
民人材交流センター」の
年内本格稼働に全力を挙
げる考えを示した。ま
た、各省庁あっせんを容
認した昨年１２月の政令
について、禁止を定める
新たな政令の効力が「優
先される」とし、修正・
撤回の必要はないとし
た。「３年を待たず前倒
しして廃止したいと思っ
ている。これを明確にす
るためには、渡りと天下
りを今年いっぱいで廃止
するための政令を作るこ
とにしたい」と述べ、
「経過措置」を２年間、
前倒しして今年末までに
禁止する措置を取ること
を明言した。これにより
「官民人材交流セン
ター」を通じた再就職先
のあっせんの道は残る
が、「渡り」のあっせん
はただちに全面禁止とな
る。

工程表決定後の会見で、
「今回の改革は１００年
ぶりの改革だと、人事院
はどこまで理解していた
のか。従来の枠組みの中
で、微調整をしたいとの
思いから踏み出すことが
なかったのではないか」
と述べた。

谷総裁：記者会見で、
「工程表の方向で進め
ば、（公務員の地位を規
定した）憲法１５条に由
来する重要な機能が果た
せなくなることなどを強
く懸念している。法案の
策定に向けて、引き続き
意見交換したい」と、関
連法案の作成段階で巻き
返す考えを表明。推進本
部会合には「内閣人事・
行政管理局」への機能移
管に反対してきた人事院
総裁が、オブザーバーと
して出席し、「工程表が
実施されれば、（公務員
の）労働基本権制約の代
償機能が損なわれると強
く懸念する」と改めて反
対を表明した。

2012年までに取り組む
改革の道筋を示す「工程
表」を決定した。幹部公
務員の人事を一元管理す
る「内閣人事・行政管理
局」（仮称）は2010年
４月をめどに設置し、人
事院の持つ各省庁ごとの
給与ランク別の定員を定
める「級別定数」管理機
能などを移管すると明記
したが、人事院の反対姿
勢は強い。政府は工程表
に基づき、国家公務員法
改正案など関連法案の今
国会への提出をめざす。

衆院予算委員会で、国家
公務員の再就職規制に関
して、「『天下り』『渡
り』の定義は色々ある
が、役所の、たとえば官
房長がかかわって行うの
が基本的なものだ。少な
くとも（年内で）役所と
してあっせんはしないと
申し上げている」と述べ
た。一方、「退職した人
同士の人脈に政府が介入
することは基本的にでき
ない」と述べ、省庁の
あっせんを伴わないケー
スの調査や規制は困難だ
とする見解を示した。



国家公務員法改正法案をめぐる政策過程分析　～自民党政権と民主党政権の違いを、｢バトル｣を中心に読み解く～：日表後期段階版      総合政策学部　４年　遠藤　忍（70701546／s07154se@sfc.keio.ac.jp）

2010年度春学期　政策過程論（草野厚）課題

政　府政　府政　府政　府政　府 政　党政　党政　党政　党

政府発表／官房長官 麻生首相 甘利行革担当大臣 人事院 公務員制度改革推進本部 国会審議 渡辺喜美氏 民主党 自民党 公明党

2009/02/06

2009/02/13

2009/02/17

2009/02/20

読売新聞のインタビュー
に応じ、各省庁の給与ラ
ンク別定数を決める「級
別定数」の管理機能を人
事院から「内閣人事・行
政管理局」（仮称）に移
管することについて、
「移管は不可欠だ」と述
べ、人事院が反対しても
移管を実現する考えを表
明。国家公務員法改正案
などについても、「３月
に国会に提出する」と明
言。

読売新聞のインタビュー
に応じ、給与ランク別定
数を決める「級別定数」
の管理機能を人事院から
「内閣人事・行政管理
局」（仮称）に移管する
ことについて、人事院は
「憲法にかかわる問題」
などと反対している。
「（級別定数移管が）同
じ状況で進めば、私ども
の考えを法案提出後も申
し上げざるを得ない」と
述べ、国会審議でも反対
意見を表明する考えを示
した。

衆参の議院運営委員会両
院合同代表者会議に対
し、国家公務員の天下り
を監視する「再就職等監
視委員会」の委員など、
国会同意が必要な８機関
１６人の人事案を提示。
監視委人事は昨年５月と
１１月の２回提示された
が、民主党など野党側が
参院で否決し、不同意と
していた。３回目の今回
は、昨年１１月と同じ顔
ぶれの人事案を提示し
た。

衆院予算委員会で、各省
庁による国家公務員とＯ
Ｂの再就職あっせんを今
年中に禁止する政令につ
いて、「３月いっぱいを
メドにやりたい」と述
べ、３月末までに制定す
る考えを表明した。

総務省：麻生首相が制定
を表明した各省庁による
国家公務員の再就職あっ
せんと、退職した公務員
が天下りを繰り返す「渡
り」のあっせんを今年中
に禁止する政令案につい
て、国民からの意見募集
を２１日に開始すると発
表。
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2009/02/24

2009/02/25

2009/02/26

2009/03/03

2009/03/06

内閣官房に「内閣人事・
行政管理局」を新設する
ことなどを柱とした国家
公務員法改正案など関連
法案の原案が明らかに
なった。人事院が展開し
た主張は入れられず、
「級別定数」の設定な
ど、人事院の機能を同局
に大幅に移管する内容と
なっている。政府は３月
上旬の閣議決定を目指し
ている。

国家公務員法改正案など
の原案を自民党行政改革
推進本部の役員会に提示
した。公務員の採用に、
民間登用も含めて幅広い
人材を公募する制度を導
入すると明記した。

優秀な国家公務員には
「飛び級」を認めるな
ど、能力・実績主義の徹
底を主眼とした「採用昇
任等基本方針」の概要を
固めた。

自民党行政改革推進本部
公務員制度改革委員会：
政府から提示された「採
用承認等基本方針」の概
要を承認した。

「採用昇任等基本方針」
と、関連する政令を決定
した。１種試験合格者と
それ以外の合格者を区別
せず、能力次第で昇任さ
せることや、優秀な国家
公務員には「飛び級」を
認めることも盛り込ん
だ。４月から適用する。
一方で、勤務成績の悪い
職員には、「降給、降
任、免職の厳正な実施」
を行うとした。

行政改革推進本部：合同
会議で、国家公務員の天
下りを規制するため、天
下りの温床とされる公益
法人のあり方を検討する
ことを決めた。

３月１０日の閣議決定・
国会提出の日程を描いて
いた、内閣官房への「内
閣人事・行政管理局」の
新設を柱とする国家公務
員法改正案などの提出時
期がずれ込むことになっ
た。与党内に異論が噴出
しているためだ。

自民党内では、昨年６月
の国家公務員制度改革基
本法の成立時に新設が決
まった内閣人事局を、総
務省行政管理局も移行し
て内閣人事・行政管理局
に変えることは「焼け太
り」だとする批判が強
い。
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2009/03/11

2009/03/13

2009/03/18

2009/03/19

「内閣人事・行政管理
局」のトップである局長
を、各省庁の政務官級の
ポストとする方針を固め
た。事務次官より格上と
することで、人事管理や
組織管理でにらみを利か
せ、「縦割り行政」打破
を目指す。今月中に国会
へ提出する国家公務員法
改正案や、特別職給与法
改正案で明確にする。
天下り根絶に対応した新
人事制度の実現に向け、
「定年まで勤務できる環
境の整備等に関する検討
会議」を設置する。３月
中にも初会合を開き、７
月に中間報告をまとめ
る。会議は、各省の官房
長や担当局長で構成。高
齢職員の活用と人件費抑
制を両立させる制度とし
て、一定の年齢で役職か
ら外す「役職定年制」の
導入などを検討する。

中馬推進本部長と会談。 
(1)総務省行政管理局の
全機能の移管は認めない 
(2)名称を当初の内閣人
事局に戻す (３)局長は官
房副長官と同等の地位に
する－とする党側の修正
案を提示、大筋で受け入
れ。

行政改革推進本部・公務
員制度改革委員会：政府
が今国会に提出する国家
公務員法改正案など関連
法案の原案の修正を求め
る方針を決めた。「内閣
人事・行政管理局」に移
管する総務省行政管理局
の機能は定員・機構管理
だけにし、電子政府や独
立行政法人の担当部門は
総務省に残すことなどを
求める。名称も、昨年６
月に成立した国家公務員
制度改革基本法にある
「内閣人事局」に戻すよ
う求める。

鳩山総務大臣と中馬行革
推進本部長と会談、国家
公務員の幹部人事を一元
化するために新設する内
閣官房の組織について、
自民党の要求を受け入れ
る形で政府案を修正する
ことで合意した。

鳩山総務大臣：甘利行革
担当大臣と中馬行革推進
本部長と会談、国家公務
員の幹部人事を一元化す
るために新設する内閣官
房の組織について、自民
党の要求を受け入れる形
で政府案を修正すること
で合意した。

中馬行革推進本部長：甘
利行革担当大臣と鳩山総
務大臣と会談、国家公務
員の幹部人事を一元化す
るために新設する内閣官
房の組織について、自民
党の要求を受け入れる形
で政府案を修正すること
で合意した。

河村官房長官：「内閣人
事局」の局長ポストにつ
いて「官邸主導にするた
めには、首相、官房長官
に直結する形が必要だと

「紆余（うよ）曲折を経
て、元のあるべき姿に収
まった。良い方向に修正
されたので良かった」
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2009/03/19

2009/03/25

2009/03/27

2009/03/31

河村官房長官：「内閣人
事局」の局長ポストにつ
いて「官邸主導にするた
めには、首相、官房長官
に直結する形が必要だと
方向付けされた」と述
べ、 (1)官房長官直属の
官房副長官級 (2)政治任
用の特別職 (3)政治家は
任用しない－とすること
で最終決着を図る考えを
明らかにした。局長に就
くべき人について「官僚
組織をある程度熟知し、
仕切れる人というイメー
ジはある」と、官僚出身
者が望ましいとの認識を
示した。

「高給取りの人が増えな
いよう配慮しながら位置
付けを図らなければなら
ない」と述べ、副長官の
兼務が望ましいとの認識
を示した。

自民党での会議終了後、
中馬弘毅党行革推進本部
長が首相と会談し、「副
長官を１人増やせない
か」と譲歩を求めたが、
首相は「３人で十分だ」
と退けた。首相はその
後、首相官邸で記者団に
も「新しいポストを作っ
て高給を払うのは避ける
べきだ」と強調。

行政改革推進本部＆内閣
部会：政府の国家公務員
法改正案などの関連法案
を２４日に引き続き審査
したが、異論が相次いだ
ため、再度了承を見送っ
た。党側からは「６００
人にのぼる幹部の管理は
片手間ではできない。局
長は専任とすべきだ」
（塩崎恭久・元官房長
官）と官房副長官級の新
ポストを求める声が改め
て上がり、修正が求めら
れた。
行革推進本部＆内閣部
会：国家公務員の幹部人
事を一元管理する「内閣
人事局」創設を柱とする
国家公務員法改正案など
関連法案を了承した。副
長官を４人に増やす内閣
法改正の検討を首相に要
請することを条件に、当
面は官房副長官３人の中
から兼務させるとした政
府案を受け入れた。

国会に、国家公務員法改
正案などの関連法案を提
出。

中川秀直氏：「日テレＧ
＋」の番組で、公務員制
度改革について、「幹部
職員の（弾力的な人事運
用に向けて）降任や降級
ができるように『幹部公
務員法』を議員立法で作
り、（今国会へ）出すつ
もりだ」と強調。
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政府発表／官房長官 麻生首相 甘利行革担当大臣 人事院 公務員制度改革推進本部 国会審議 渡辺喜美氏 民主党 自民党 公明党

2009/04/01

2009/04/07

塩崎恭久氏：日本記者ク
ラブで記者会見し、国家
公務員法改正案などの関
連法案に対して厳しく注
文をつけた。特に問題視
しているのは、幹部人事
一元化のため新設する
「内閣人事局」の局長
に、現在３人の官房副長
官の１人を充てること
だ。これについて、「民
主党とできないか、個人
的に話している」と、野
党との連携を示唆。
中川秀直氏：今国会提出
を目指している国家公務
員制度改革に関する議員
立法について、賛成者を
募るための署名活動を始
めた。中川氏のほか、塩
崎恭久・元官房長官ら麻
生首相と距離を置く議員
が中心になって署名活動
を進めている。議員立法
の素案は、幹部職員を
「幹部特別職」とし、政
府の判断で降任、降給が
できるようにすることが
柱。「内閣人事局」の局
長に官房副長官を専任で
充てるため、副長官を４
人に増員することや、各
省庁の再就職あっせん禁
止の違反に対し、刑事罰
を導入することなどを盛
りこんだ。
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政府発表／官房長官 麻生首相 甘利行革担当大臣 人事院 公務員制度改革推進本部 国会審議 渡辺喜美氏 民主党 自民党 公明党

2009/04/17

2009/05/31

2009/06/04

国家公務員制度改革推進
を目指す「士気の高い霞
が関の再構築を実現する
ための研究会」を発足。
幹部職員を政府の判断で
降任、降給できるように
するなどの改革実施に向
け、議員立法提出を目指
す。初会合には、中川氏
や塩崎恭久・元官房長
官、武部勤・元幹事長ら
３５人が出席。議員立法
の今国会提出を目指すこ
とを確認した。会合後、
中馬弘毅・党行政改革推
進本部長に、賛同者７９
人の署名を添えて党内で
議論するよう申し入れた
が、中馬氏は拒否。
細田幹事長：国家公務員
の再就職に関連し、民主
党が先に「国は０７年度
に天下り先の特殊法人や
独立行政法人などに約１
２兆円支出した」と発表
したことに対して「うそ
だ」と反論し、１日に同
党の鳩山代表に公開質問
状を提出することを明ら
かにした。
中川秀直氏・塩崎恭久
氏：公務員制度改革に関
連し、天下りを全面禁止
する決議の署名集めを始
めた。「呼びかけ人は５
７人」（中川氏）とい
う。天下り根絶を旗印と
する民主党に対抗し、次
期衆院選での生き残りを
図ろうとしていると見る
向きもある。
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政　府政　府政　府政　府政　府 政　党政　党政　党政　党

政府発表／官房長官 麻生首相 甘利行革担当大臣 人事院 公務員制度改革推進本部 国会審議 渡辺喜美氏 民主党 自民党 公明党

2009/06/06

2009/06/18

2009/06/19

2009/06/24

2009/06/25

民主党の政策に対する反
論を集約した衆院選向け
の「政策討論マニュア
ル」をまとめ、党所属国
会議員らに配布した。街
頭演説や討論会などで活
用する狙い。国家公務員
の天下り先法人への支出
大幅削減を挙げているこ
とに関しても、「支出の
中身は、中小企業貸し付
けなどで、大幅削減は国
民生活に大きな影響を及
ぼす」とけん制。
中川秀直元幹事長と会
談。中川氏に政府案の審
議入りを認めさせる一
方、中川氏が準備してい
る「幹部公務員法案」
を、国会や党内の議論で
取り上げることを約束。
配慮せざるを得ないの
は、中川氏が「幹部公務
員法案」を議員立法で提
出することを求める決議
文の賛同者に衆参１２５
人の党所属国会議員の署
名を集めるなど、一定の
存在感を示しているため
だ。

衆院議院運営委員会：
理事会で、２５日の本
会議で国家公務員法改
正案の提案理由説明と
質疑を行い、審議入り
することで大筋合意。

鳩山代表、管代表代行、渡辺氏、江田憲司氏：４
者で会談。政権交代に向けて協力し、公務員制度
改革などで連携することで一致したという。

鳩山代表、管代表代行、渡辺氏、江田憲司氏：４
者で会談。政権交代に向けて協力し、公務員制度
改革などで連携することで一致したという。

衆院本会議：国家公務
員の幹部人事を一元管
理する国家公務員法改
正案など関連法案は趣
旨説明と質疑が行わ
れ、審議入りした。民
主党は修正協議に応じ
る構えを見せている
が、今国会中の成立に
至るかどうかはなお不
透明だ。

岡田幹事長：国家公務員
法改正案について、ＴＢ
Ｓ番組で「今国会でまと
めるべきだ。政権を取っ
て一からやるより、６割
くらい満足できるものは
作っておいた方がいい」
と述べ、修正協議に前向
きな考えを示した。

棚橋泰文氏：首相官邸に
麻生首相を訪ね、公益法
人に対する国家公務員Ｏ
Ｂの再就職（天下り）を
即時、全面禁止するよう
求めた。首相が受け入れ
なかったため、棚橋氏は
退陣を求めた。「私は退
陣を言った。本人が言っ
ているのだから間違いな
い。総裁選前倒しなどを
求めるため、若手議員を
対象にした署名活動をす
ぐに始める」
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政　府政　府政　府政　府政　府 政　党政　党政　党政　党

政府発表／官房長官 麻生首相 甘利行革担当大臣 人事院 公務員制度改革推進本部 国会審議 渡辺喜美氏 民主党 自民党 公明党

2009/06/26

2009/06/27

2009/07/01

2009/07/08

2009/07/13

2009/07/14

2009/07/21

補正予算関連法案の処
理が２６日に終わり、
与党が貨物検査特別措
置法案の骨格を了承し
たことで、７月２８日
が会期末の今国会終盤
に残された重要法案は
４本となった。幹部公
務員人事を一元管理す
る国家公務員法改正案
など関連法案を検討し
ている。

中馬行革推進本部長：公
務員制度改革を巡り、
「悪いことをするのはノ
ンキャリアだ。上に行け
ないから、職場で、法に
ないことをする」などと
述べた。集会後、読売新
聞の取材に対し、「ノン
キャリアとキャリアの垣
根をなくすための制度改
革を進めることが必要だ
という趣旨だ」と説明し
た。
「ヤミ専従撲滅法案」を衆院に提出した。国家公
務員法を改正して、労使交渉の内容公表を義務づ
けるほか、勤務時間内に１時間単位で組合活動に
従事することを認める「短期専従制度」を廃止す
る内容になっている。

「ヤミ専従撲滅法案」を衆院に提出した。国家公
務員法を改正して、労使交渉の内容公表を義務づ
けるほか、勤務時間内に１時間単位で組合活動に
従事することを認める「短期専従制度」を廃止す
る内容になっている。

衆議院内閣委員会：国
家公務員法改正案の提
案理由説明が実施、民
主党は修正を命じてお
り、与党が応じなけれ
ば採決を認めない方
針。

野党４党で衆院へ不信任
決議案、参院へ、首相の
問責決議案を提出し、以
後審議に応じない方針。

野党の審議拒否で事実
上閉幕し、来週の衆院
解散により、政府提出
法案１７本と、既に提
出された議員立法９１
本が廃案となることが
確定した。幹部公務員
人事を一元管理する国
家公務員法改正案が成
立困難に。
衆院解散
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政　府政　府政　府政　府政　府 政　党政　党政　党政　党

政府発表／官房長官 麻生首相 甘利行革担当大臣 人事院 公務員制度改革推進本部 国会審議 渡辺喜美氏 民主党 自民党 公明党

2009/07/23

2009/07/28

2009/07/29

2009/07/31

2009/08/05

2009/08/06

2009/08/09

2009/08/30

政権公約発表。国家公務
員の天下りあっせんは全
面的に禁止。国家公務員
の総人件費を２割削減。

マニフェスト案の全文が
明らかに。「天下り」
「渡り」は全面的に禁
止。６５歳以上の天下り
の常勤役員の禁止。国家
公務員を２０１５年まで
に８万人以上削減。
両党の政調会長が東京都内で会談し、衆院選での
与党共通公約となる「連立与党重点政策」づくり
に着手した。３年をメドに国家公務員の「天下
り」の根絶̶̶を盛り込むことで合意。

両党の政調会長が東京都内で会談し、衆院選での
与党共通公約となる「連立与党重点政策」づくり
に着手した。３年をメドに国家公務員の「天下
り」の根絶̶̶を盛り込むことで合意。
衆院選マニフェストを正
式発表。発表直前の了承
手続きが難航し、一部が
修正されるなど、最後ま
で作成に手間取った。

８日にもみんなの党を結
成する方針を正式に表
明。「政権交代は民主党
と同じ（目標）だが、私
たちは政界再編まで考え
ている」と語った。その
上で、「自民党の補完勢
力にはならない。自民党
は官僚依存で民主党は組
合依存。真の改革勢力は
我々だ」と訴えた。
政権公約の全文が判明し
た。７年以内の道州制導
入や地方出先機関の廃止
などで国家公務員を１０
万人削減すると明記。国
家公務員は給与の２割、
賞与の３割、国会議員は
給与の３割、賞与の５割
をそれぞれカットする。
公務員の天下り、「渡
り」のあっせんは即時禁
止し、違反者には刑事罰
を科すとした。

岡田幹事長：みんなの党
について、記者団に「公
務員制度改革など政策面
でかなり共通の部分もあ
る。ただ、選挙区でほと
んどバッティングしてお
り、今はライバルだ」と
指摘。

「みんなの党」発足。
「自民は官僚依存。民主
は労組依存。真に改革で
きるのが我々だ。来年の
参院選前に必ず政界再編
の動きが起こる。政界再
編のための起爆剤だ」

衆院総選挙
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政府発表／官房長官 麻生首相 甘利行革担当大臣 人事院 公務員制度改革推進本部 国会審議 渡辺喜美氏 民主党 自民党 公明党

2009/09/10

谷公士人事院総裁辞任が
発覚。「国家公務員法改
正に関する対応を巡り、
お騒がせした時から職を
辞すべきだと考えてい
た」と述べ、辞任を正式
に表明した。「政治的背
景で受け止められるのは
非常に心外。人事院勧告
が終わった日に辞表を提
出し、選挙はその後に行
われた」と語り、民主党
への政権交代が辞任理由
でないことを強調。谷氏
は人事院勧告を出した８
月１１日に河村官房長官
に辞表を提出していた。
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⑤民主党鳩山政権発足から退陣まで
政　府政　府政　府政　府政　府政　府 政　党政　党

政府発表 平野官房長官 鳩山首相 仙谷大臣（行政刷新・国家
戦略担当） 枝野行政刷新大臣 その他政府 国会審議 政権与党 野党

2009/05/15

2009/05/17

2009/08/05

2009/08/07

民主党：鳩山氏、岡田氏が
相次いで代表選への立候補
を表明。鳩山氏の公約は
「天下り」「渡り」全面禁
止を含む公務員制度改革、
岡田氏の公約は天下り全面
禁止、行政刷新会議でムダ
撲滅、国家公務員総人件費
２割削減。
民主党：両院議員総会を開
き、西松建設の違法献金事
件に絡み辞任した小沢一郎
代表の後任に、鳩山由紀夫
幹事長を選出。候補者ディ
ベートで、鳩山氏は「国家
公務員の総人件費２割削減
は必ずやる。（地方公務員
の人件費抑制も）大丈夫
だ。」と述べ、岡田氏は
「国家公務員の人件費削減
は政権公約に必ず書く。地
方公務員の人件費は「こう
した方がいい」とは言える
が、決めるのは自治体
だ。」と述べた
民主党：衆院選で政権を獲
得した場合、１０月に臨時
国会を開き、国家公務員の
再就職あっせんを全面禁止
する「天下り根絶法案」を
提出する方針を固めた。
民主党：衆院選で政権を獲
得した場合、政治主導の政
策決定を進め、官僚の責任
を明確化するため、国家公
務員の人事評価制度を大幅
に見直す方針を固めた。
個々の政策を立案・遂行し
た官僚を記録する「政策背
番号制」を導入し、政策の
成否を昇進や降格に結びつ
ける案を軸に検討する。ま
た、降格は現在の国家公務
員法でも可能だが、評価基
準が不明確なこともあり、
実際の適用は少ない。
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政　府政　府政　府政　府政　府政　府 政　党政　党

政府発表 平野官房長官 鳩山首相 仙谷大臣（行政刷新・国家
戦略担当） 枝野行政刷新大臣 その他政府 国会審議 政権与党 野党

2009/08/27

2009/09/17

2009/09/28

2009/09/29

民主党：衆院選で政権を獲
得した場合、政治主導の政
策決定を進めるため、現在
６人の首相秘書官を大幅に
増やし、民間から登用する
方針を固めた。政治任用ポ
ストを拡大する国家公務員
法改正も検討する。

鳩山政権発足
記者会見で、天下りを前提
とした国家公務員の「早期
勧奨退職」を禁止する方針
を明らかにした。１０月１
日付で予定される麻生前政
権で内定した省庁あっせん
による天下り人事のうち、
現政権の閣僚の決裁が必要
な人事は認めない方針で、
近く最終決定する。記者会
見で、１０月１日付人事へ
の対応について「それぞれ
の人生がかかっている。生
活もある」「公務員制度の
改革法案は出していかなけ
ればいけない」と述べ、一
定年齢以上の職員給与引き
下げなどを可能とする抜本
的な公務員制度に関する法
整備を急ぐ考えを示した。

閣議で、１０月１日付予定
の前内閣で内定した省庁
あっせんによる天下り人事
のうち、独立行政法人理事
長など現政権の閣僚の決裁
が必要な人事は認めないこ
とを決定し、天下り前提の
「早期勧奨退職」の禁止方
針を確認する。政府高官に
よると、予定されている人
事のうち、独立行政法人の
役員人事が約１４０人分あ
り、このうち、３０～４０
人について、「配慮すべき
特別な事情がない限り認め
ない」との方針を閣議で打
ち出すという。

国家公務員の天下り根絶に
向け、人事制度を抜本的に
見直す公務員制度改革関連
法案について、「１年かけ
てやるというスケジュール
感はない。数か月ではっき
りしたものが出てくる」と
述べ、来年の通常国会への
提出を目指す考えを示し
た。
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政　府政　府政　府政　府政　府政　府 政　党政　党

政府発表 平野官房長官 鳩山首相 仙谷大臣（行政刷新・国家
戦略担当） 枝野行政刷新大臣 その他政府 国会審議 政権与党 野党

2009/10/01

2009/10/06

2009/10/10

2009/10/26

2009/10/27

同日付で発令を予定してい
た独立行政法人・特殊法人
の役員人事のうち、２６法
人４２人分を凍結し、後任
を公募で選ぶことを発表。
９月末に任期切れを迎えた
役員は３３法人１４４人
で、人数で約３割の人事を
事実上、白紙に戻したこと
になる。

厚労省：２法人２人分の理
事ポストを後任を置かずに
廃止することを決めた。

税金の無駄遣い排除のため
行政全般を見直す「行政刷
新会議」のメンバーは、仙
谷行政刷新相らが当初想定
した「７人程度」から１１
人（政治家６人、民間人５
人）に増員された。公務員
の人件費削減を含む公務員
制度改革にも踏み込み、必
要に応じてテーマごとの分
科会を設ける。
「（政府の国家公務員制度
改革推進本部）顧問会議の
メンバーにこれまでの経緯
を聞きたい。経緯を聞かな
いと、自民党政権時に決め
た制度設計をどうするか、
確たる方針は出せない。た
だ、民主党はマニフェスト
に『公務員の労働基本権を
回復する』と明記してお
り、そもそものコンセプト
が違う。進め方も変わって
くるのではないか」

施政方針演説「国家公務員
の天下りや渡りのあっせん
についてもこれを全面的に
禁止し、労働基本権のあり
方を含めて、国家公務員制
度の抜本的な改革を進めて
まいります。」

臨時国会に提出する国家公
務員一般職の給与法改正案
を閣議決定した。８月の人
事院勧告通りに月給と期
末・勤勉手当（ボーナス）
をともに引き下げる。



国家公務員法改正法案をめぐる政策過程分析　～自民党政権と民主党政権の違いを、｢バトル｣を中心に読み解く～：日表後期段階版      総合政策学部　４年　遠藤　忍（70701546／s07154se@sfc.keio.ac.jp）

2010年度春学期　政策過程論（草野厚）課題

政　府政　府政　府政　府政　府政　府 政　党政　党

政府発表 平野官房長官 鳩山首相 仙谷大臣（行政刷新・国家
戦略担当） 枝野行政刷新大臣 その他政府 国会審議 政権与党 野党

2009/10/28

2009/11/04

2009/11/05

2009/11/06

2009/11/10

2009/11/17

行政刷新会議：国家公務員
の天下り先として批判の多
い独立行政法人の改革の方
向性や手順を記した「工程
表」を年内に策定し、閣議
決定する方針を決めた。

江利川毅・前厚生労働次官
を人事院人事官に充てる件
の提示は今月４日だった
が、国家公務員法に基づく
期限の１０日ぎりぎりだっ
た。

衆院予算委員会にて、「公
務員制度改革をしっかり
やってもらうには、事情を
熟知した人が望ましいとい
うことで人選した結果だ。
決して天下りではなく、適
切な人材だ。」

人事院人事官に江利川毅・
前厚生労働次官を充てる国
会同意人事案の狙いについ
て、「人事院の存廃の議論
が必要なぐらいの公務員制
度改革をしなくてはならな
い。実力がある人をつけな
ければ改革はできない」と
述べた。

江利川毅・前厚生労働次
官：衆院の議院運営委員会
での聴取で、鳩山政権が目
指す公務員制度改革につい
て、「改革が時代の要請や
変化に適切に対応した実効
あるものになるよう積極的
役割を果たす」と述べた。

厚労省所管の三つの独立行
政法人で、国家公務員ＯＢ
６人が嘱託の形で役員に準
じた待遇を受けているとし
て、６人のポストを年内に
廃止すると表明した。独立
行政法人については今後、
部課長級も含めて天下りの
実態を調査するとしてい
る。
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政　府政　府政　府政　府政　府政　府 政　党政　党

政府発表 平野官房長官 鳩山首相 仙谷大臣（行政刷新・国家
戦略担当） 枝野行政刷新大臣 その他政府 国会審議 政権与党 野党

2009/11/19

2009/11/30

2009/12/01

2009/12/05

2009/12/07

江利川毅人事院総裁：就任
後初めて記者会見し、政府
が目指す国家公務員制度改
革について「国会の議論に
従うが、制度改革はよく議
論を尽くして万全を期すこ
とが大事だ」と述べ、慎重
に進めるべきだとの考えを
示した。労働基本権制約の
代償機能を担う人事院の存
廃について、江利川氏は
「今の時点で予断を持って
議論したくない」と述べる
にとどまった。

人事院勧告を受けて国家公
務員の給与を引き下げる改
正給与法が成立

２８独立行政法人・特殊法
人の理事など５０ポストに
ついて行っていた役員の公
募に、延べ２３８６人の応
募があったと発表した。国
家公務員ＯＢはうち１２２
人。

公明党の党再生に向けた新
たな基本政策「山口ビジョ
ン」が明らかになった。道
州制導入による官僚機構改
革で国家公務員数を半減さ
せる目標も盛り込んだ。

政治主導を進めるため、官
僚トップである各省庁の次
官ポストの廃止を検討する
方針を明らかにした。記者
団に、取締役と社員で構成
される民間企業を例に挙
げ、「社長や労務担当重役
（などの取締役）のほか
に、事務（社員）のトップ
がいるという組織は見たこ
とがない」と指摘。次官を
廃止して、三角形型の組織
構造から、トップが複数い
る台形型の組織構造に転換
する考えを示した。
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政　府政　府政　府政　府政　府政　府 政　党政　党

政府発表 平野官房長官 鳩山首相 仙谷大臣（行政刷新・国家
戦略担当） 枝野行政刷新大臣 その他政府 国会審議 政権与党 野党

2009/12/15

2009/12/16

2009/12/17

2009/12/26

閣議後の記者会見で、国家
公務員の労働基本権を拡大
するための国家公務員法改
正案を来年の臨時国会に提
出する意向を明らかにし
た。幹部人事を一元管理す
る「内閣人事局」創設のた
めの改正案は来年１月から
の通常国会に提出する。

国家公務員制度改革推進本
部の労使関係制度検討委員
会：労働基本権拡大の柱と
なる、労使間で給与や勤務
時間などを交渉する「協約
締結権」付与に関し、３通
りのモデル案を盛り込んだ
報告書をまとめた。１６日
に行政刷新相に提出する。

国家公務員制度改革推進本
部の事務局体制を一新し、
事務局長に大島敦・内閣府
副大臣を起用する方針を固
めた。事務局長ポストを民
間出身者から政治家に切り
替えて、人事院機能の見直
しも含めた公務員制度改革
を政治主導で進める狙い。
仙谷行政刷新相は労働基本
権回復のための関連法案を
来年秋の臨時国会に提出す
る意向を示している。

立花宏・国家公務員制度改
革推進本部事務局長を退任
させた。後任には大島敦内
閣府副大臣が就く。仙谷氏
は退任の理由を「前政権下
の体制は、私どもが考える
基本理念と同じかどうか分
からない」と説明した。
読売新聞とのインタビュー
で、公務員制度改革につい
て「局長ポストなどを公募
して、他省庁、課長級、地
方公務員から手を挙げても
良い」と語った。幹部人事
への政治任用制度導入の方
針を示した。国家公務員の
労働基本権回復後、人事院
勧告を廃し、人事院機能を
大幅に縮小する考えも強調
した。これらの改革は、国
家公務員法改正案が来年の
通常国会で成立した後に着
手する方針。
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政　府政　府政　府政　府政　府政　府 政　党政　党

政府発表 平野官房長官 鳩山首相 仙谷大臣（行政刷新・国家
戦略担当） 枝野行政刷新大臣 その他政府 国会審議 政権与党 野党

2010/01/04

2010/01/05

2010/01/06

「内閣人事局」について、
その概要を固めた。トップ
の内閣人事局長には、現在
３人の官房副長官のうち、
政務の副長官か、４人目の
副長官を新設して充てる。
いずれの場合も国会議員に
限定することで、政治主導
で柔軟な人事を実現し、中
央省庁の「縦割り行政」を
打破する狙いがある。ス
タッフは当面５５人程度と
し、今年４月の発足を目指
す。内閣人事局は幹部職員
約６００人の人事を行う。
「幹部候補者名簿」を作成
し、首相や閣僚と協議し、
適材適所で任命する。

経産省・望月次官：「政治
主導」の政策決定が官僚の
士気低下につながっている
と懸念を表明していたこと
がわかった。「旧政権では
大臣から指示される前に自
分たちなりに問題意識を
持って取り組んだ。今でも
同じようにやらないといけ
ないが、政治主導が重くの
しかかり、中堅・若手官僚
が『指示待ち』になってい
る傾向がある」と指摘し
た。そのうえで、「国家公
務員は国の資産だ。『指示
待ち』が増えると不良資産
になりかねない。そうなら
ないように政治の力で食い
止めてほしい」と要請し
た。

国家公務員の幹部人事を一
元管理するために内閣官房
に新設する「内閣人事局」
トップの内閣人事局長につ
いて、「政治家でなければ
判断がつきかねる問題だ」
と述べ、国会議員を充てる
考えを表明した。具体的な
人事案としては、４人目の
官房副長官を新設して充て
る案や、官房長官が内閣人
事局長を兼任する案などを
あげた。
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政　府政　府政　府政　府政　府政　府 政　党政　党

政府発表 平野官房長官 鳩山首相 仙谷大臣（行政刷新・国家
戦略担当） 枝野行政刷新大臣 その他政府 国会審議 政権与党 野党

2010/01/09

2010/01/11

2010/01/14

2010/01/22

「国家公務員の総人件費２
割削減」の実現を後押しす
る狙いで、閣僚、副大臣、
政務官の「政務三役」の給
与について、議員歳費分を
除く部分を支給せず、政府
入りしていない国会議員と
同額とする方向で検討を始
めた。

公務員制度改革に関連し、
「（労働基本権を回復した
場合）内閣人事局の担当政
治家が団体交渉の責任者と
して矢面に立つべきだ。
（各府省の）副大臣に労務
担当を任せるとすれば、事
務次官ポストをなくしても
十二分に成り立つ」と語
り、事務次官ポストの廃止
に改めて意欲を示した。

自民党・中川秀直氏：「政
府が次官制度の廃止を含む
抜本的な公務員制度改革法
案を出すなら、私は積極的
に賛成する」との考えを示
した。

政府は１４日、官僚の天下
りの受け皿となってきた独
立行政法人・特殊法人の役
員を公募する選考システム
について、新たな基準を策
定する方針を決めた。３月
末に独立行政法人の役員の
任期満了が相次ぐため、平
野官房長官が同日の副大臣
会議で独立行政法人改革担
当の大島敦・内閣府副大臣
に策定を指示した。

衆院予算委員会にて、「麻
生政権で（当時の改革案に
対する）人事院の反乱にあ
い、私が着任した時、（国
家公務員制度改革推進本部
の）事務局は仕事になるよ
うな構成ではなかった。体
制再構築以外に（改革が）
進むはずがない。」

総務省：「消防職員の団結
権のあり方に関する検討
会」の初会合を開いた。座
長の小川淳也総務政務官は
「消防の団結権は積年の課
題だ」と団結権付与に意欲
を示した。１９７３年以
降、ＩＬＯが団結権を付与
するよう再三勧告してお
り、原口総務相が「放置し
ていいのか」と早期の検討
を指示したという事情があ
る。
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政　府政　府政　府政　府政　府政　府 政　党政　党

政府発表 平野官房長官 鳩山首相 仙谷大臣（行政刷新・国家
戦略担当） 枝野行政刷新大臣 その他政府 国会審議 政権与党 野党

2010/01/29

2010/02/02

2010/02/03

2010/02/04

閣議後の閣僚懇談会で、
「内閣人事局」で扱う人事
の基本方針を示した。各省
の次官級から局長級への降
格人事を可能とする。部長
級以上の幹部ポストは公募
を実施する。幹部人事は、
「適格性審査」を行い、省
庁横断的に次官・局長級の
幹部候補と、部長級の幹部
候補の２種類の名簿を作成
する。各閣僚は首相や官房
長官と協議したうえで、名
簿から適任者を任命する。

記者団に「縦割りの中で優
秀な人が必ずしも必要な所
に使われていなかった。一
番適当な所で頑張ってもら
うには、首相官邸がグリッ
プ（掌握）することが大事
だ」と述べた。

記者会見で、局長級から部
長級への降格規定を盛り込
むか否かに関し、「ありう
るという前提で検討する」
と前向きな姿勢を示した。
部長級への降格規定は公務
員の身分保障の問題にかか
わるため難しいとされてお
り、論議を呼びそうだ。

国家公務員法等改正案の概
要が明らかになった。「官
民人材交流センター」を廃
止し、新たに「民間人材登
用・再就職適正化セン
ター」を新設する。幹部人
事を一元管理するため、内
閣官房に「内閣人事局」を
４月１日に設置。局長級以
上の人事を降格を含めて柔
軟に行うため、次官と局長
は同一の職制上の段階に属
するとみなす。局長級以上
の人事では、正副官房長官
で構成する「閣議人事検討
会議」の了承を経る手続き
があるが、同会議には法的
根拠がないため、「幹部職
員人事の内閣一元管理」と
して明文化する。

今国会に提出する国家公務
員法等改正案に、局長級を
部長級に降格できる規定も
盛り込む方針を固めた。麻
生政権が昨年提出した同改
正案（廃案）には部長級へ
の降格規定が入っており、
「改革の後退」との批判を
避けるため方針転換した。
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2010/02/05

2010/02/06

2010/02/092010/02/09

「政治主導確立法案」を決
定、衆院に提出した。今年
度内の成立で、４月１日施
行を目指す。政治主導の仕
組みを作る立法措置の第１
弾という位置づけで、来週
以降、政府は国家公務員の
幹部人事を一元化する「内
閣人事局」新設が柱の「国
家公務員法等改正案」を、
与党は副大臣と政務官を計
１５人増員する「国会改革
関連法案」を国会に提出す
る予定。
今国会に提出する国家公務
員法等改正案に、中央省庁
の局長級を部長級に降格す
る人事を可能にする規定を
盛り込む方針を固めた。内
閣主導による「適材適所」
の幹部人事をさらに行いや
すくする狙い。局長級から
部長級への降格は、 (1)他
の幹部職員に比べて勤務実
績が劣っている (2)他の幹
部職員が優れた業績を上げ
ることが十分見込まれる 
(3)転任させる適当なポス
トがない,などの条件に該当
した場合、可能にする。
今国会に提出する国家公務
員法等改正案を内閣府政策
会議に提示

検察庁、人事院、会計検査
院、警察庁の幹部人事は
「職務の特殊性に配慮」す
るとし、名簿に基づく一元
管理の「適用除外」とし
た。「より中立性や独立性
が担保される」との判断か
らだ。

原口氏の反対表明後、仙谷
国家戦略相と電話で協議
し、将来的な「次官」廃止
を明確に打ち出すことを条
件に、「次官」の呼称は当
面残すことを受け入れ。ま
た、両氏は、改正案で新設
する「民間人材登用・再就
職適正化センター」につい
ても、「官僚ＯＢの天下り
の抜け道を作らない厳格な
規定を設けるべきだ」とい
う見解で一致。

原口総務大臣：総務省政務
三役会議で、「『次官』の
名前を残すのはだめだ。官
僚ピラミッドで最高のポス
トを全部政治家がやる、と
民主党は主張してきた」と
述べ、反対する意向を表
明。「民間からの登用は各
省官房がやればいい。新組
織は作らない考えだったは
ず」と内閣人事局の新設そ
のものに異論を唱えた。

今国会に提出する国家公務
員法等改正案を内閣府政策
会議に提示

検察庁、人事院、会計検査
院、警察庁の幹部人事は
「職務の特殊性に配慮」す
るとし、名簿に基づく一元
管理の「適用除外」とし
た。「より中立性や独立性
が担保される」との判断か
らだ。

原口氏の反対表明後、仙谷
国家戦略相と電話で協議
し、将来的な「次官」廃止
を明確に打ち出すことを条
件に、「次官」の呼称は当
面残すことを受け入れ。ま
た、両氏は、改正案で新設
する「民間人材登用・再就
職適正化センター」につい
ても、「官僚ＯＢの天下り
の抜け道を作らない厳格な
規定を設けるべきだ」とい
う見解で一致。 記者団に、国家公務員法の

改正案について現行案では
受け入れられないとの認識
を示し、事務次官が制度と
して残っていることや、廃
止する官民人材交流セン
ターの代わりに設置される
「民間人材登用・再就職適
正化センター」について
「まだ決着が付いていな
い」と述べた
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2010/02/10

2010/02/11

2010/02/122010/02/12

2010/02/14

原口総務大臣：国家公務員
法等改正案を条件付きで了
承する意向。

１２日に予定していた国家
公務員法等改正案の閣議決
定を見送り。「特例降任」
について、原口総務大臣が
幹部公務員の降格規定など
について異論を唱え、調整
に手間取っているため。 
次長・局長級を部長級に降
格させる規定に、麻生政権
の法案（廃案）の条文をほ
ぼ再利用する方針だったこ
とに閣内からも批判が出た
ことが原因だ。閣議決定の
日程が急に先送りされるの
は極めて異例で、調整不足
が露呈した。

記者会見で、「各役所に全
部かかわることだから、い
ろんなご意見は当然出てく
る。閣議にかける前にもう
一度精査するということ
だ」と閣議決定延期の理由
を説明。官邸で記者団に
「降格人事が甘い、と私か
ら（先送りを）指示した」
と語った。

「降格人事のところが『甘
いんじゃないか』と（指摘
があった）。確かにそうだ
ということで、見直しをさ
せることにした」と語り、
原口氏の主張に沿って法案
を見直す方針を示した。

降格人事について、「人
事、特に不利益処分的な要
素は、振り回すのは危ない
話だ」と述べ、降格規定を
緩和しても運用には慎重で
あるべきだと強調。調整長
期化が確実な労働基本権や
人事院改革は法案に盛り込
まない」との認識で、政治
主導の幹部人事実現を優先
する現実的な決着を図って
いた。

原口総務大臣：「降任人事
を本当にできる条文になっ
ているのか。絵に描いた餅
になってはならない」と述
べ、厳格過ぎて現実性がな
いと指摘。特例降任を容易
にできるよう首相に「直談
判」したことも明らかにし
た。（法案では、 (1)ほか
の職員より勤務実績が劣る 
(2)ほかの職員が優れた業
績を上げることが十分見込
まれる (3)転任させる適当
なポストがない̶の３条件
すべてに該当した場合の
み、「特例降任」が可能）

みんなの党・渡辺喜美氏：
「人事院や総務省の権限を
内閣人事局に移すことが
すっぽり抜け落ち、麻生内
閣の法案がさらに後退した
欠陥法案」と批判

記者会見で、「各役所に全
部かかわることだから、い
ろんなご意見は当然出てく
る。閣議にかける前にもう
一度精査するということ
だ」と閣議決定延期の理由
を説明。官邸で記者団に
「降格人事が甘い、と私か
ら（先送りを）指示した」
と語った。

官邸で会談し、柔軟に特例降任規定を使える方向で法案
を再検討し、来週の閣議決定を目指すことで一致。
官邸で会談し、柔軟に特例降任規定を使える方向で法案
を再検討し、来週の閣議決定を目指すことで一致。

原口総務大臣：「降任人事
を本当にできる条文になっ
ているのか。絵に描いた餅
になってはならない」と述
べ、厳格過ぎて現実性がな
いと指摘。特例降任を容易
にできるよう首相に「直談
判」したことも明らかにし
た。（法案では、 (1)ほか
の職員より勤務実績が劣る 
(2)ほかの職員が優れた業
績を上げることが十分見込
まれる (3)転任させる適当
なポストがない̶の３条件
すべてに該当した場合の
み、「特例降任」が可能）

みんなの党・渡辺喜美氏：
「人事院や総務省の権限を
内閣人事局に移すことが
すっぽり抜け落ち、麻生内
閣の法案がさらに後退した
欠陥法案」と批判

国の出先機関の統廃合に伴
う国家公務員の削減につい
て、「３万５０００人以
上」を目指す考えを表明。
「自民党時代にこの数字が
出たのだから、国民の期待
はこれがスタートライン
だ。期待に応えないといけ
ない」。統廃合の対象につ
いては、「税務署とか海上
保安本部は地方に必要だ
が、（予算の）個所付け的
なことを決める出先機関は
いらない。地方で決めれば
いい」と述べた。主に国土
交通省の地方整備局などが
対象となるとの考え。
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2010/02/152010/02/15

2010/02/17

2010/02/18

2010/02/192010/02/19

2010/02/20

＋原口総務大臣：今国会に提出する「国家公務員法等改
正案」について、各省庁の次官・局長級から部長級への
「降任」人事を容易にできるよう法案を修正することで
一致。「降格」との概念をなくして「転任」とし通常の
人事で次官級から部長級への格下げや、逆の抜てきが実
施できるようにする。

＋原口総務大臣：今国会に提出する「国家公務員法等改
正案」について、各省庁の次官・局長級から部長級への
「降任」人事を容易にできるよう法案を修正することで
一致。「降格」との概念をなくして「転任」とし通常の
人事で次官級から部長級への格下げや、逆の抜てきが実
施できるようにする。
首相官邸で記者団に「やる
気のある人たちは抜てきす
る。やる気がない方には厳
しいことも考えなくてはい
かんぞというメッセージ
だ」と「信賞必罰」の姿勢
を強調した。

次官・局長級から部長級へ
の異動について「降格では
なく転任として扱う」と述
べた。

会見にて、国家公務員法等
改正案に関し、「次官が局
長になった場合、もちろん
局長の給与になる」と述
べ、次官・局長・部長級は
同一の職制と見なすもの
の、「降任」は減給になる
と強調。また、将来の事務
次官制度の廃止に向け、今
国会に提出する国家公務員
法等改正案の付則に「次官
を含めた幹部職の役割は今
後、検討を続ける」と明記
する方針を明らかにした。

内閣府政策会議で、国家公
務員の幹部人事を内閣に一
元化するため、内閣官房に
内閣人事局を設置すること
を柱とする国家公務員法等
改正案の最終案を提示。
「内閣人事局長」は官房副
長官に限るとしていた原案
を変更し、副大臣などから
も選べるよう修正、次官の
役割見直しの検討。

＋原口総務大臣：新設する内閣人事局長の人選を「官房
副長官か副大臣、その他首相が指名するもの」とする方
針で一致した。当初案は「官房副長官から指名する」と
していたが、民間を含め幅広い層からの人材起用が可能
となるよう「首相が官房副長官または関係のある副大
臣、その他の職を占める者から指名する」と改めた。

＋原口総務大臣：新設する内閣人事局長の人選を「官房
副長官か副大臣、その他首相が指名するもの」とする方
針で一致した。当初案は「官房副長官から指名する」と
していたが、民間を含め幅広い層からの人材起用が可能
となるよう「首相が官房副長官または関係のある副大
臣、その他の職を占める者から指名する」と改めた。

みんなの党・公明党：
〈１〉企業・団体献金禁止
〈２〉道州制の導入〈３〉
公務員制度改革̶̶などに
ついて、具体策の検討が必
要だとの認識で一致。両党
の政策責任者を窓口に、随
時意見交換することに。

国家公務員法改正案が閣議
決定、国会に提出

内閣人事局長について「首
相が官房副長官または関係
のある副大臣、その他の職
を占める者の中から指名す
る」と指示

国家公務員制度改革推進本
部（本部長・首相）で「頑
張る公務員がもっと頑張れ
る仕組みを作る。これが第
一歩だ」とあいさつ。

総務省：ＯＢが再就職し、
年収６００万円以上となっ
ている計１８法人計７４ポ
ストについて、原則として
今年度中に廃止する方針

国家公務員法改正案が閣議
決定、国会に提出

内閣人事局長について「首
相が官房副長官または関係
のある副大臣、その他の職
を占める者の中から指名す
る」と指示

「『もっと頑張れば、より
大きな立場で仕事ができ
る』という思いを公務員の
皆さんが持ち、この国がさ
らによくなることを期待す
る」

総務省：ＯＢが再就職し、
年収６００万円以上となっ
ている計１８法人計７４ポ
ストについて、原則として
今年度中に廃止する方針

国家公務員制度改革推進本
部の会合に出席。
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2010/02/22

2010/02/23

2010/03/05

2010/03/07

2010/03/08

2010/03/09

総務省：試算で、国家公務
員が天下りせず、６５歳の
定年まで勤務するようにな
ると、２０２５年度の総人
件費は今より最大２割増加
することが２２日、総務省
の試算で分かった。政府は
「早期勧奨退職」を廃止す
る方針を打ち出している。
一方、マニフェストでは総
人件費を２割削減すると明
記。

非常勤国家公務員数が２２
７人いて、その旅費総額は
約５７９５万に達する、と
いう答弁書の決定。自民党
の赤沢議員の質問主意書に
対して。

前原国交大臣の指摘を受け、対応策を検討することにし
た
前原国交大臣の指摘を受け、対応策を検討することにし
た

前原、直嶋、赤松各大臣：
閣僚懇談会で、「天下りを
なくすということは早期勧
奨退職をなくして定年まで
働いてもらうことになる。
一方、我々は４年間で２割
の国家公務員の人件費を削
減すると約束している。そ
うすると、新たな採用が窮
屈になってくる」と指摘。
５月には２０１１年度の新
規採用計画を固める必要が
あることから、早急に対応
策を検討するよう求めた。

テレビにて、「退職勧奨は
行わざるを得ない。新規採
用をせねばいかんし、幹部
も他（組織）に移っていた
だかないと人事が停滞す
る」と述べた

早期退職勧奨の当面継続で
合意

早期退職勧奨の当面継続で
合意

国家公務員が５０歳代で肩
たたきを受ける「早期勧奨
退職」の慣行を当面、存続
させる方針を決定。廃止す
れば総人件費が増大し、人
事の停滞は避けられないと
判断したため。しかし、
「定年まで働ける環境作
り」「総人件費の２割削
減」の両立は困難とみられ
る。

原口総務大臣：閣僚懇談会
にて、月内に「退職管理の
基本方針」をまとめる考え
を出す。
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政　府政　府政　府政　府政　府政　府 政　党政　党

政府発表 平野官房長官 鳩山首相 仙谷大臣（行政刷新・国家
戦略担当） 枝野行政刷新大臣 その他政府 国会審議 政権与党 野党

2010/03/19

2010/03/20

2010/03/24

2010/03/26

2010/04/01

2010/04/02

＋原口総務大臣：国家公務員の「退職管理基本方針」の骨子案が判明。民間企業へ
の派遣のほか、大学や公益法人の研究所への休職出向、独立行政法人への役員出向
枠を広げるなど、省庁ごとの職員定員に空きを作ることが柱。早期希望退職優遇制
度の導入も検討。

＋原口総務大臣：国家公務員の「退職管理基本方針」の骨子案が判明。民間企業へ
の派遣のほか、大学や公益法人の研究所への休職出向、独立行政法人への役員出向
枠を広げるなど、省庁ごとの職員定員に空きを作ることが柱。早期希望退職優遇制
度の導入も検討。

＋原口総務大臣：国家公務員の「退職管理基本方針」の骨子案が判明。民間企業へ
の派遣のほか、大学や公益法人の研究所への休職出向、独立行政法人への役員出向
枠を広げるなど、省庁ごとの職員定員に空きを作ることが柱。早期希望退職優遇制
度の導入も検討。
公務員制度改革に関し、
「民間企業でいう希望退職
制度を作る必要があるかも
しれない」と述べ、定年前
の自主退職希望者に退職手
当を加算する「早期希望退
職優遇制度」を創設する考
えを示した。「早期勧奨退
職」については、当面は条
件つきで認める考え。天下
り廃止に伴う人件費増大を
防ぐためで、政府が近く閣
議決定する国家公務員の
「退職管理基本方針」にこ
うした方針を盛り込む。

首相と小沢代表との会談。
国家公務員幹部人事を内閣
官房で一元管理するための
国家公務員法改正案などの
成立が指示された

2010年度予算成立 首相と小沢代表との会談。
国家公務員幹部人事を内閣
官房で一元管理するための
国家公務員法改正案などの
成立が指示された

自民党・山本一太氏：谷垣
総裁や大島幹事長に対し、
執行部の刷新を求めると同
時に、公務員制度改革など
に対して対案を出して反対
姿勢を明確にすることを求
めた
みんなの党・渡辺喜美氏：
政府の国家公務員法等改正
案に対抗する野党案作りの
話し合い参加。「各省の次
官級廃止」が自民案にな
かったことを塩崎恭久に迫
る。
自民党・塩崎恭久：渡辺喜
美氏に「大同小異で行く」
と伝えた。野党第１党が所
属国会議員６人の党の案を
丸のみする格好となった。
⇒各省の次官級廃止が盛り
込まれる
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政　府政　府政　府政　府政　府政　府 政　党政　党

政府発表 平野官房長官 鳩山首相 仙谷大臣（行政刷新・国家
戦略担当） 枝野行政刷新大臣 その他政府 国会審議 政権与党 野党

2010/04/06

2010/04/14

2010/04/22

2010/04/23

2010/05/10

会見で、公務員法改正案に
ついて「（自民党などと
の）修正協議には応じるつ
もりは全くない。自信を
持って国民に訴えている法
案だから、早く成立するこ
とを祈念するのみだ」と発
言

「各種手当、退職金等の水
準や定員の見直し、労使交
渉を通じた給与改定などで
２０１３年度に達成するよ
う努力する」と答弁。公務
員への労働基本権付与につ
いても、「１１年６月まで
に（法案を）提出できるよ
う努力する」と述べるにと
どめ、公務員制度改革の全
体像の検討が進んでいない
ことが露呈した。また「人
事は組織全体の士気の維持
向上も考慮の上で行われ
る。恣意的な人事は許され
ない」と答弁。

国家公務員法等改正案が、
衆院本会議で趣旨説明と質
疑が行われ、審議入り。内
閣人事局を内閣官房に新設
することが柱。各省庁の次
官、局長、部長級を「同一
の職制」とし、事実上の
「降格」を可能にする規定
を盛り込んだ。国家公務員
の幹部人事は例年夏に行わ
れており、改正案の成立が
遅れて人事停滞を招かない
よう、政府・与党は最優先
で審議入りさせた。

記者会見で、「事務系副大
臣」構想について、「政府
の中で議論が進んでいると
理解していない」と述べ
た。

衆院内閣委員会にて、各省
庁の次官ポストを廃止し、
代わりに「事務系副大臣」
の創設を検討すると表明。
政治任用ではなく官僚ポス
トとし、事務を統括し、国
家公務員に労働基本権が付
与された場合には労使交渉
の政府側の窓口役となるこ
とを想定。

自民党・中川秀直氏：衆院
内閣委員会にて、「次官廃
止」が国家公務員法等改正
案に盛り込まれなかった点
について、「『さすがだ』
と思ったのに、なぜ断念し
たのか」とただした。

民主党：参院選公約に、公
務員庁の設置を盛り込む方
針。公務員の労働基本権を
回復した場合、労使交渉の
政府側窓口とする。人件費
２割削減を目指す。幹部職
員人事を一元管理する内閣
人事局とは別に設置し、幹
部以外の職員の定員管理や
給与制度管理を集約する。
労使交渉を担当する閣僚を
置くことも検討する。

各省庁の一般職公務員の
2011年度新規採用数を大
幅に抑制する方針。０９年
度の9112人より４割以上
減らす。

原口総務大臣など：各省庁
の一般職公務員の2011年
度新規採用数を大幅に抑制
する方針。０９年度の
9112人より４割以上減ら
す。

舛添要一氏：新党改革立ち
上げ時に、みんなの党を
「公務員制度改革に特定し
たシングル・イシュー政
党」と指摘

マニフェスト企画委員会が
マニフェスト原案を固め
る。公務員の定員や給与な
どを管理する「公務員庁」
の新設
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政　府政　府政　府政　府政　府政　府 政　党政　党

政府発表 平野官房長官 鳩山首相 仙谷大臣（行政刷新・国家
戦略担当） 枝野行政刷新大臣 その他政府 国会審議 政権与党 野党

2010/05/12

2010/05/13

2010/05/25

2010/06/04

2010/06/07

国家公務員法等改正案につ
いては、政府は政治主導確
立法案、副大臣・政務官の
増員を図る国会改革関連法
案と並ぶ政治主導強化３法
案の一つと位置づけてい
る。

国家公務員法等改正案が衆
院内閣委員会で民主賛成多
数で可決。強行採決の形が
取られた。

国家公務員法等改正案が与
党の賛成多数で可決、参院
送致。

衆院内閣委員会の田中委員
長の、国家公務員法等改正
案の採決が一方的だと批判
して本会議に解任決議案を
提出

行政刷新会議：公益法人、
特別民間法人対象の事業仕
分け第二弾後半が終了。公
益法人が、官僚ＯＢの天下
りの受け皿になっていたこ
とが浮き彫りに。

国会会期を２週間程度延長
する方向で調整。会期延長
の場合、国家公務員法等改
正案も成立が期待される

国会会期を２週間程度延長
する方向で調整。会期延長
の場合、国家公務員法等改
正案も成立が期待される

鳩山政権退任
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⑥民主党菅政権発足から現在まで

2010/06/08

2010/06/10

2010/06/12

2010/06/16

2010/06/18

2010/06/28

2010/07/06

2010/07/13

政　府政　府政　府政　府政　府 政　党政　党
政府発表 仙谷官房長官 菅首相 玄葉公務員制度改革担当大臣 その他政府 国会審議 政権与党 野党

管政権発足 玄葉大臣：公務員制度改革担当
として閣僚入り。「特に公務員
は本当に重いよ」

国会会期を最大１日しか延長
しない方針を決定

国会会期を最大１日しか延長
しない方針を決定

所信表明演説「省庁の縦割りを
排除し、行政の機能向上を図る
とともに、国家公務員の天下り
禁止などの取り組みも本格化さ
せます」

国家公務員幹部人事方針につい
て、「人事検討会議を前提に、
どうするかという検討を、参院
選期間中にでも、事務当局と煮
詰めたい」と述べ、改正案に
のっとった人事を省庁に指示す
る可能性を提示。

通常国会閉幕。国家公務員法
等改正案は廃案に。

先の国会で、国家公務員の幹部
人事を内閣官房で一元管理する
国家公務員法等改正案が審議未
了で廃案となったため、ただ、
新制度の考え方を生かすため、
夏の国家公務員幹部人事の「原
則凍結」解除を指示した。(1)
能力・実績主義 (2)局長級以上
の人事は官房長官に相談 (3)局
長級の府省間相互交流や審議官
級の人事交流 (4)女性の積極的
登用など多様な人材育成への配
慮――も指示した。

枝野幹事長：参院選後のみん
なの党との連携について「行
政改革などかなりの部分、一
致している。政策的判断とし
ては一緒にやっていただける
と思う」と意欲を示した。

みんなの党・渡辺氏：「(次官
級ポスト廃止などを柱とした)
みんなの党と自民党が提出し
た国家公務員法改正案を（民
主党は）否決しておきなが
ら、何が一致しているという
のか分からない」と述べ、連
携に否定的な考えを示した。

玄葉大臣：閣議後の記者会見
で、廃案になった国家公務員法
等改正案について、「（臨時国
会に）そのまま提出するのか、
労働基本権まで踏み込んだ法案
を来年の通常国会に出すのか、
様々な選択肢を検討している」
玄葉大臣：公務員制度改革に関
するプロジェクトチームを通じ
てみんなの党と政策協議を進め
る考えを表明。両党の案は主要
部分は共通している。


